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第１章 事業・業務の目的と概要 

1.1 事業の目的 

平成 28年 11月に発効し、令和２年(2020年)より実施段階に入ったパリ協定では、中央

政府に加えて自治体・都市を含む非政府主体による気候変動対策を加速させることが掲

げられている。また、令和２年９月に開催された「新型コロナウイルスからの復興と気

候変動・環境対策に関する「オンライン・プラットフォーム」閣僚級会合」においても、

コミュニティに直結する活動を行う地方自治体の脱炭素政策が必要であること、地方コ

ミュニティ主導の開発アプローチが重要であることが確認されている。日本でも、2050

年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにし、脱炭素社会を目指すことが宣言さ

れ、CO2排出実質ゼロを宣言する自治体は 598(令和 4 年 2 月 28 日現在)にまで急増して

いる。 

このとおり具体的な地域の気候変動対策・プロジェクトを検討・実施するうえで、都市

や自治体の役割はより重要性を増している。世界全体での脱炭素社会の実現に向けては、

特に経済成長が著しいアジアにおいて持続可能な脱炭素社会構築への動きを加速させる

ことが必要であり、社会経済の発展を支える活動の場である都市の脱炭素化・低炭素化

に向けて、国際的にも都市の取組を支援する動きが強化されてきている。 

また、現下の COVID-19 拡大の状況下において、都市は感染拡大関連の課題に対処する

と同時に、持続可能な開発を達成するための新たな方策についての再調整や検討を迫ら

れており、都市間の連携による新たな手法、新たな都市の構築が極めて重要である。本

事業ではパラオ共和国コロール州を対象とし、日本の民間企業や研究機関と脱炭素・低

炭素社会形成に関する経験やノウハウ等を有する本邦都市で構成された調査団が、現地

自治体における脱炭素・低炭素社会形成への取組、脱炭素ドミノの実現、および脱炭

素・低炭素社会の形成に寄与する設備の導入を支援するための調査事業を実施する。 
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1.2 事業の概要 

1.2.1 業務の概要 

(1)調査内容 

本事業では、JCM設備補助案件化に向けて以下の分野の事業可能性調査を行う。

(表 1-1 及び図 1-1) 

表 1-1：本事業の概要 

調査対象分野 実施概要 

観光分野 観光用旅客運送車両(観光バス等)を対象とした EV化

推進を通じた再エネ比率向上と脱炭素化に向けた調

査検討 

廃棄物収集運搬分野 廃棄物資源循環フローにおける再エネ比率を高める

一環で収集運搬車両 EV化推進に関する調査検討 

その他、脱炭素や現地の環境

課題解決に資する技術分野 

現地課題及びニーズの調査を行い、北九州市内企業

を中心とした提供可能シーズやノウハウについて検

討を行うことによる今後の脱炭素に資する案件生成

の調査検討 

 

 

図 1-1：本事業の実施概要図 

(2)調査対象地域 

パラオ共和国コロール州及び周辺地域 
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1.2.2 業務の実施方法 

(1)調査内容 

前項で挙げた「観光分野調査」、「廃棄物収集運搬調査」及び「その他、脱炭素や現

地の環境課題解決に資する技術分野の調査」における具体的な調査内容は以下の通り

である。 

 

表 1-2：各分野の調査内容 

観光分野 

1)既存 PV発電からの電源調達の可能性調査及び EV 車両充電拠点候補立地の調査 

電源調達が可能な PV発電設備(過去の他 JCM、ODA案件導入分や他プロジェクトに

て導入分等)について、現地利害関係者へのヒアリング調査を実施した。また、EV 車両

の充電拠点に関する検討を行った。 

 

2)実施主体等、事業の実施体制と設備規模等、事業モデルの具体的検討およびコロール

州との官民連携についての可能性調査 

本事業への関心を示している民間企業(現地国際空港関係者)、各種団体を対象に事業

モデル(航続距離や充電器数・充電時間など技術要求水準の確認・ニーズ・事業モデルの

可能性検討等)についてヒアリング・協議を行った。 

 

3)事業の必要費用モデル・実施体制・投資回収モデルの調査検討 

上記結果を基に現地ニーズを反映した、より費用対効果の高い事業モデルについて、

実施体制の仮説設定および費用試算を実施し、初期投資コストや累損回収必要年数を推

算した。 

 

4)メンテナンス等、運用時の課題解消に向けた検討 

オンラインメンテナンスツールの導入、活用に際する現地課題(通信状況との整合等)

と対策について整理を実施しながら島嶼国におけるメンテナンスに関する課題を解消す

る体制の検討を図る。また、コロール州における公共交通運用に際する具体的課題の把

握と日本側ノウハウの提供内容の検討を実施した。 

 

5)JCM設備補助事業への申請検討・準備・MRV 方法論案の検討 

1)~4)の調査内容を踏まえて、設備補助事業や他ファンドへの申請に向けたヒアリン

グ、検討を行うとともに MRV 方法論の案を検討した。 

 

なお、上記 1)・2)・4)・5)の調査・解析業務の現地業務の一部については、Palau 

International Airport Corporation(PIAC)に再委託を行った。 

廃棄物収集運搬分野 

1)コロール州関係者等、想定される利害関係者との事業化に向けた調査検討 

廃棄物収集運搬時の EV車活用について、現地廃棄物管理事務所、最終処分場(M-

Dock)関係者等へ事業モデル(航続距離や充電器数・充電時間など技術要求水準の確認・

ニーズ等)に関するヒアリング・協議を行った。また、現地で進められている「包括的循

環型社会構築プロジェクト(Transportation Station Project)」との実施体制、資金確保等

の観点での有機的な連携方法について協議、検討を行った 

2)事業の必要費用モデル・実施体制・投資回収モデルの調査検討 

上記結果を基に現地ニーズを反映した、より費用対効果の高い事業モデルについて、
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実施体制の仮説設定および費用試算を実施し、初期投資コストや累損回収必要年数を推

算した。 

3)メンテナンス等、運用時の課題解消に向けた検討 

観光分野と同様に、オンラインメンテナンスツールの導入、活用に際する現地課題(通

信状況との整合等)と対策について整理を実施しながら島嶼国におけるメンテナンスに関

する課題を解消する体制を検討した。 

4)JCM設備補助事業への申請検討・準備・MRV 方法論案の検討 

1)~3)の調査内容を踏まえて、設備補助事業や他ファンドへの申請に向けたヒアリン

グ、検討を行うとともに MRV 方法論の案を検討した。 

なお、上記 1)・3)・4)の調査・解析業務の現地業務に一部については、KE+ 

Environmental Consulting Service に再委託を行った 

その他、脱炭素化に資する案件組成の可能性調査 

1)前年度調査を通じて得られた技術ニーズの具体的案件規模等、案件組成調査 

北九州市の市内企業を中心として提供可能な環境課題に対する解消技術シーズやノウ

ハウについて、島内街灯への LED 導入、ホテルへの再エネ・省エネ設備導入等の調査を

行った。 

 

2)現地オンラインワークショップの実施 

国際海洋会議「Our Ocean Conference」への参加に向けた準備(COVID-19の蔓延に

より 2度の延期を経て本事業期間内での開催は見送られた)や JCMウェビナーでの登壇

発表、パネルディスカッションへ参加し、意見交換を行った。 

 

3)環境省指定のオンライン会議での発表および調整対応 

「第 2回脱炭素都市国際フォーラム」(令和 4年 3月 9 日・10 日開催)において成果と

プロジェクトの紹介・報告を実施した。 

 

なお、上記 1)・2)・3)の国内側の調査・解析・事前調整業務の一部については、公益

財団法人 地球環境戦略研究機関(IGES)に再委託を行った。 

1.2.3 履行期間 

令和 3年 8 月 19 日から令和 4 年 3月 10日 

1.2.4 業務の実施体制 

本業務の実施体制は、次図 1-2・下表 1-3、1-4 のとおりである。 
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図 1-2：業務実施体制 

  

北九州市
(環境局環境国際部環境国際戦略課)
・国内、現地の関係者間調整

北九州市

株式会社
EVモーターズ・ジャパン

・事業モデル、収支モデル詳細検討

アミタ株式会社
・廃棄物既存プロジェクトとの連携検討

株式会社クアンド
・EV車両のリモートメンテナンスに関する検討

公益財団法人 地球環境戦略研究機関
北九州アーバンセンター

・前年度発掘案件の深堀調査
・WS開催支援、招聘ロジ支援

株式会社ATGREEN
・事業モデル、収支モデル詳細検討
・MRV方法論作成

コロール州

廃棄物管理事務所

パラオ商工会
(Palau Chamber of Commerce/PCC)

現地ホテル

パラオ共和国政府
公共インフラ通商省

(Ministry of Public Infrastructure, 
Industries and Commerce/MPIIC)

パラオ政府観光局
(Palau Visitors Authority/PVA)

パラオ電力・水道公社
(Palau Public Utility Corporation/PPUC)

Palau International Airport Corporation
・観光EVに関する調査補助

KE＋ Environmental Consulting Service
・廃棄物EVに関する調査補助

国内再委託

現地再委託
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表 1-3：国内側各団体の概要と本事業における役割 

組織名 団体・事業概要 本事業における各組織の役割 

株式会社 ATGREEN 
環境、エネルギー、廃棄物分
野等のコンサルティングサー
ビス事業 

・事業実施主体 
・事業モデル検討 
・MRV方法論作成 

北九州市環境局環境
国際部環境国際戦略
課 

・かつての公害被害を乗り越
え、OECD選定「SDGs推進に
向けた世界のモデル都市」へ 
・資源循環、脱炭素化、エネ
ルギー利活用、社会福祉、
SDGs等多分野で先進的な取組
を推進する自治体 

・都市間連携の全体的なコーディ
ネート 

・G to Gの連携推進 
・環境や SDGs に関する豊富な経
験や知見の共有 

株式会社 EVモーター
ズ・ジャパン 

・EV車両(バス、トラック等の
商用車)及び充電ステーション
の販売、メンテナンス事業 

・現地適合技術及び機材検討 
・事業収支モデル検討 

アミタ株式会社 

・企業、自治体の持続可能性
を高めるソリューション提供
事業 
・廃棄物処理、リサイクル事
業 

・既存の資源循環 PJ との連携可能
性検討 

・既存 PJとの整合性調整 

株式会社クアンド 

・リモートメンテナンスシス
テムの開発、販売事業 
・ 日 本 貿 易 振 興 機 構
(JETRO)、内閣府、経済産業
省が実施するアクセラレーシ
ョンプログラム/スタートアッ
プ企業支援 50 社に選定 

・島嶼国におけるメンテナンス人
財の不足解消を図るリモートメ
ンテナンスシステムの有効性、
課題の整理 

公益財団法人 地球環
境 戦 略 研 究 機 関
(IGES) 

・アジア太平洋の視点から環
境や SDGs に関連する戦略的
な政策研究を行う国際的研究
機関 

・更なる脱炭素化技術の導入検討 
・現地ワークショップ開催支援 

表 1-4：現地再委託先の概要と本事業における役割 

組織名 団体・事業概要 本事業における各組織の役割 

Palau International 
Airport Corporation 

・2019 年から 20年間のパラ
オ国際空港運営権を保有して
いる双日株式会社、日本空港
ビルデング株式会社、株式会
社海外交通・都市開発事業支
援機構(JOIN/Japan Overseas 
Infrastructure Investment 
Corporation for Transport & 
Urban Development による中
間持ち株会社とパラオ共和国
政府との合同会社 
・パラオ国際空港の高付加価
値化や観光地としての価値向
上に取り組む 

・観光分野の旅客者運搬用 EV バ
ス車両導入に関する調査補助 

・パラオ国際空港における観光客
輸送 EVバス及び充電設備整備導
入に際する導入条件や課題の整理 
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KE+ Environmental 
Consulting Service 

・現地の環境コンサルティン
グ事業者 
・コロール州廃棄物管理事務
所と連携し、廃棄物関連の調
査研究を行った実績を多数保
有 

・廃棄物収集運搬分野における EV
化推進のための現地政府関係者及
びコロール州廃棄物管理事務所を
対象とした調査補助 

 

1.3 業務の背景 

1.3.1 パラオ共和国コロール州の概要 

パラオ共和国(Republic of Palau)は、北緯 2度から 8 度､東経 131 度から 135度の太平

洋西部の北半球側､ミクロネシア､キャロライン諸島の西端に位置する。首都は 2006 年に

コロール(Koror)市からバベルダオブ(Babeldaob)島のメレゲオク/マルキョク(Melekeok)州

ゲルルムッド(Ngerulmud)に遷都された。総人口は 17,501人(2012年時点)で、本調査の

対象であるコロール州にはその 66.7％、11,655 人が集中している。島嶼国である地理的

要因から廃棄物処理をはじめ、食糧・エネルギーの外部依存、外資中心の経済等の諸問

題を抱えている。また GDPの 50%以上を占めるのが観光産業であるが、熱帯地域特有

の豊かな珊瑚礁や魚種など海洋環境に依存していることから、環境保護が同国では重要

視されている。 

 

(地図出所：Google Map) 

図 1-3：パラオ国およびコロール州の位置について 
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【気候変動対策】 

同国は太平洋地域環境計画(SPREP: Secretariat of the Pacific Regional Environment 

Programme)に所属し、気候変動対策を推進している。自国が決定する貢献案(INDC：

Intended Nationally Determined Contributions)については、2015年 11 月に策定されてい

る。INDC の概要は以下の通り。 

 

表 1-5：INDCの概要1 

項目 内容 

実施期間 2020年開始 2025年終了 

削減事項 輸送や廃棄物部門からの追加の削減を伴うエネルギー部門

の排出削減目標 

基準年 2005年 この年の排出量は 88,000t-CO2 

削減目標 2025年までに以下の目標を目指す 

・温室効果ガス排出量を 2005年比 22%削減 

・再生可能エネルギー比率を 45%に高める 

・省エネ目標を 2005 年比 35%とする 

 

【エネルギー関連政策・計画】 

同国ではエネルギー分野での緩和プロジェクトとして、「Pacific islands Greenhouse 

Gas Abatement through Renewable Energy Project (PIGGAREP)」を 2007 年から実施し

ており、再生可能エネルギーの利用を推進している。 

同国における実践的な緩和策としては、化石燃料発電に依存したエネルギー状況からの

脱却が挙げられる。これは化石燃料を海外から輸入しないと確保できないパラオにとっ

ては発電コストの側面からも重要な問題である。パラオはこれまでの約 98～99％程度2

を占めるディーゼル発電から再生可能エネルギー(以下、再エネ)導入を拡大するロードマ

ップを描いており、2021年(当初計画の 2020 年を断念)までには発電電力量のうち 20％

を、2025 年までに発電電力量のうち 45％を再エネで賄う目標を立てている。その一助と

して、これまで、5 つの PV 案件(計 2.5MW)が JCM設備補助事業により導入されている

 

1 パラオ共和国 INDCより(http://prdrse4all.spc.int/system/files/palau_indc.final_copy.pdf) 

2 株式会社沖縄エネテック(2015 年),大洋州地域電力セクターにおけるエネルギーセキュリティ向上支援策にかかる情

報収集・確認調査 ファイナルレポート,独立行政法人国際協力機構 
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ほか、ニュージーランド政府、韓国政府などからの支援により PVを活用した再エネの導

入が進んでいる。また、パラオ政府ではアジア開発銀行(ADB)仲介の下、PV を主体とし

たマイクログリッドの構築事業に関する国際競争入札が実施されている。 

しかし、このような大規模 PV システムの系統接続は短周期変動・長周期変動双方の問

題があり、余剰電力や急激な出力変動を吸収する必要がある点が課題である。既存のデ

ィーゼル発電設備による発電は、設備の老朽化や整備不足、オペレーション能力の不足

等を原因とした停電が頻発化していることからも、マイクログリッドの導入が却って更

なる電力の不安定化を招くリスクを孕んでいる。 

これらの点から喫緊には系統への負荷低減を勘案した自家消費型の再エネ導入・活用を

行っていく必要があり、パラオ国側からもそのニーズが出ているところである。 

【観光分野】 

同国は新型コロナウイルス感染症(COVID-19/後述)の世界的流行が起きる前には観光客

が年間 12～16万人程度訪れており、国のナショナルインカム総額 250億円のうちおよ

そ半分が観光由来を占める程の観光立国であった。同時に温暖化を含めた観光分野にお

ける環境影響への寄与も高い。また、公共交通機関が整備されておらず、移動はタクシ

ーやホテル送迎サービスを利用せざるを得ない状況である。更に、コロール島は幹線道

路(メイン・ストリート)が 1 本整備されているのみで有り、交通渋滞が朝夕を中心に頻発

している。 

 

【廃棄物分野】 

コロール州政府は 3R の重要性を考慮し、2004 年にリサイクルセンターを設立して廃

棄物管理の強化を行っている。これまで有機廃棄物のコンポスト化事業を導入し、コン

ポストの販売を行っているほか、飲料品の輸入時に関税を徴収し、空き缶・空ビン・ペ

ットボトルの回収/処理費用に充てるデポジットのシステムを確立させた。2015 年にはプ

ラスチック油化装置も導入するなど、積極的に廃棄物リサイクル事業を進めている。し

かし国内に廃棄物を利用できる産業がないことから、パラオ国内でリサイクルできる廃

棄物は一部の種類に留まっている。一方増大する輸入物資や観光客増加の影響もあり、

家庭系・事業系も含めた廃棄物量は 27t超/日まで増加しているとの報告がなされてい
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る。3 

パラオ国の廃棄物を最終処理する埋立処分場(M-Dock)は、数度の嵩上げ工事により延命

を続けているが残余年数が迫ってきている。そこで、現在アイメリーク州に日本の無償

資金協力にて新しい最終処分場が建設されており、2020 年 8月に完成した。これまで各

州が処分場を運営して、各州の廃棄物を埋め立て処理していたが、新規処分場では離島

を除くパラオ国内全ての廃棄物を埋立処理する計画が立てられている。新規処分場の限

られた埋立容量を有効活用するためには、3R による一層の廃棄物削減措置を講じること

が喫緊の課題である。またコロール州としては、アイメリーク州の新最終処分場へ廃棄

物処理を移行することは運搬費の増大に繋がることから、廃棄物処理の一層の効率化が

必要となっている。 

リサイクル率の向上と廃棄物処理費削減が同時に達成できる施設としてコロール州が構

想しているのが、分別型積替・保管施設をベースとした廃棄物の収集・資源化事業であ

る。同時に国内処理できない廃棄物の課題解決のため、国際リサイクルシステムの構築

が望まれている。 

 

【新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の世界的感染拡大による同国に対する影響】 

全世界で猛威を振るった COVID-19は同国にも大きな影響を与えた。パラオ国でも水際

対策等を強化してきたが、その反面現地への海外渡航には大きな制限がかけられた。

2020年 8 月から条件付きで海外渡航者の入国は再開したものの、特に観光業への影響が

甚大である。国内の失業者も多数に上り、政府が失職者への補填をしている状況であ

る。財政面においてもアメリカからの融資や ADBより受けているソブリンローンをはじ

め、各国からの支援を受けている状況である。 

なお、直近(2022年 2月 21 日時点)ではオミクロン変異株によるものと思われる急速な

感染拡大が起きている。2022 年 2月 18日現在の累積感染者総数は 3,4634名となり、パ

ラオ国の全人口の約 19％が感染した状況である。各国への定期旅客航空便も大きく減便

 

3 株式会社 建設技研インターナショナル(2018 年), パラオ国廃棄物処分場建設計画準備調査報告書, 独立行政法品国際

協力機構 

4 在パラオ日本国大使館 HP 新型コロナウイルス感染者情報(2022 年 2 月 21 日現在)https://www.palau.emb-

japan.go.jp/itpr_ja/11_000001_00409.html 
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されている状況である。 

 

1.3.2 北九州市とコロール州の協力関係 

北九州市とコロール州の都市間連携は、資源循環システム構築を基軸として 2015 年か

ら継続されているものである。これまでの取り組みを次表 1-6に示す。 

表 1-6：北九州市(及び市内事業者)とコロール州との都市間連携に関するこれまでの取り組み 

年度 事業名 事業概要 

2015 

島嶼地域における包括的

資源循環システム構築事

業 

・株式会社アミタ持続可能経済研究所との共同実施 

・埋め立て処分場搬入量調査実施と処理可能量設定 

・リサイクル施設の仕様及びコスト精査 

・事業計画/スキームの精査 

・実現に向けた政府/事業関係者との合意形成 

・パラオ国関係者の日本視察、WS開催 

・エネルギー資源作物の栽培調査 

2016 

島嶼地域における包括的

資源循環システム構築事

業 

・株式会社アミタ持続可能経済研究所との共同実施 

・事業スキーム、計画等に係る追加調査検討、合意

形成の実施 

・システム設計、見積取得、建設に向けた準備実施 

・パートナーシップ協定調印の締結(アミタ持続可

能経済研究所⇔コロール州間) 

2017 
2018 

島嶼部における小型メタ

ン発酵技術を活用した包

括的有機資源循環システ

ム導入の案件化調査 

・提案法人である株式会社ヴァイオス事業に外部人

材として株式会社アミタ持続可能経済研究所と共に

参画 

・バイオガス施設のインプット原料に関する調査 

(生ごみ、資源作物ネピアグラス等) 

・生ごみの分別・回収スキームの確立 

・液体肥料の利用促進 

・島嶼部へのシステム横展開の可能性調査 

・現地に最適化された小型バイオガス施設仕様、運

用設計 

・現地要員への啓蒙活動(日本国内へバイオガス施

設見学の受入活動) 

2019 

パラオ共和国コロール州

における資源分別型積

替・保管施設をベースと

した廃棄物収集・分別・

資源化システム構築事業 

・アミタ株式会社、株式会社ビートルエンジニアリ

ングとの共同実施 

・資源分別機能を配備した積み替え保管施設を建設

し、資源分別機能の一連のシステム構築 

・国際リサイクルの検討 

2020 

令和 2 年度 脱炭素社会実

現のための都市間連携事

業委託業務 パラオ共和国

コロール州における EV 

車両導入を通じた脱炭素

・EVモーターズ・ジャパン、アミタ株式会社、公

益財団法人 地球環境戦略研究機関 北九州アーバン

センター、株式会社 ATGREEN と共同実施 

・観光業、廃棄物収集運搬業への EV車両導入に関

して、州政府や廃棄物事務所、ホテル事業者等への
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化促進およびコ・ベネフ

ィット創出事業 

オンラインヒアリングを実施、現地ニーズと実効性

について検証 

・その他脱炭素に繋がる案件形成について洗い出し

を実施 

上表のように廃棄物分野を中心に両都市間の交流は進んでいる。また、北九州市は内閣

府が選定する SDGs 未来都市にも採択され、都市としての SDGs 達成に向けた活動推進

を通じて OECD の「SDGs 推進に向けた世界のモデル都市」にも選定されている。

SDGs達成に向けた活動を進めるコロール州も SDGs に関する部署を設ける準備を進め

ており、北九州市からの知見の共有が期待されており、交流が行われているところであ

る。 

1.3.3 令和 2 年度事業概要と課題整理 

本事業は令和 2年度より実施している継続事業である。昨年度事業において実施した調

査や検証内容、成果および課題を下表に纏める。今年度業務は以下、成果と課題を踏襲

し、事業モデルの更なる深化、最適化を図る。 

表 1-7：令和 2 年度 脱炭素社会実現のための都市間連携事業委託業務 

調査・検証内容、および成果と課題 

観光 

分野 

調査・

検証内

容 

・現地交通状況や旅客輸送状況 

・EV車両の導入、稼働に係る法規制(関税、道路交通法等) 

・太陽光発電設備の設置、稼働状況 

・EV化に向けた現地ニーズ(期待するメリット、懸念点、重要点) 

・国内外先行事例調査、分析(想定される効果、導入運営に際する課題

と対策) 

・導入技術検討 

・事業モデルの仮説設定と検証、CO2削減効果の算定 

・事業実施体制、資金調達方法の検討 

成果 

・空港からホテルへのシャトルバス運行モデルを検討 

・現状、国内に公共交通が無い状況で観光客の利用を確保出来れば採

算性に一定の期待が持てることが分かった 

・パラオ国の利害関係者からは国策と一致する本プロジェクトへの期

待の声が寄せられた 

・観光客の起点となる国際空港との連携は重要であり、検討を今後進

めていく 

課題 

・イニシャルコストの低減 

・観光産業が新型コロナウイルス感染症拡大により大きな経済的打撃

を受けており、支援メニューの確保が必要 

・メンテナンス体制の構築が課題 

・公共交通のノウハウが乏しいため運行システムに対するキャパビル

や知見に明るい体制構築が必要 
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廃棄物

収集 

運搬 

調査・

検証内

容 

・現地廃棄物収集運搬の状況(稼働車両、回収エリア等) 

・先行検討プロジェクト「資源分別型積替保管施設」とその進捗 

・コロール州政策計画における本検討の位置付け 

・EV車両の導入、稼働に係る法規制(関税、道路交通法等) 

・EV化に向けた現地ニーズ(期待する効果、仕様) 

・国内外先行事例調査、分析(想定される効果、導入運営に際する課題

と対策) 

・導入技術検討 

・事業モデルの仮説設定と検証、CO2削減効果の算定 

・事業実施体制、資金調達方法の検討 

成果 

・M-Dock を拠点に廃棄物収集運搬 EV車両(パッカー車)の導入検討を

実施 

・新規の埋め立て地(アイメリーク最終処分場)への運搬をベースで想

定していたが、現地からは現行パッカー車と同様の近隣の収集運搬エ

リアにおける運行の EV化に対する期待が寄せられた 

・コロール州からは州の進める包括的な資源循環社会構築プロジェク

トとの連携への期待が寄せられた 

課題 

・イニシャルコストの低減 

・最適な走行モデルとバッテリー容量の選定 

・公共事業であり、収益事業で無いことから補助金等の確保を可能な

限り行い、財政負担を低減する必要がある 

・メンテナンス体制の構築が課題 

その他

脱炭素

化案件

組成 

調査・

検証内

容 

・北九州市が提供可能な環境技術ノウハウ、シーズ候補の整理 

・大型観光ホテルを対象とした省エネ、再エネニーズに関するヒアリ

ング 

・廃タイヤの炭化による付加価値創出 

・街灯の LED 化 

・電動船舶(eシップ) 

成果 

・設備更新を控える大型ホテルを確認 

・廃タイヤは処理困難物として処理に多額の費用がかかっている状況 

・独立式 LED 街灯についてコロール州内では 250基の導入ニーズが

あることを確認 

・電動船舶について環境に配慮した海洋レジャーという観点でニーズ

がある。 

課題 

・ホテルのエネルギー需要の詳細を確認し、必要設備の規模を把握 

・独立式 LED 街灯について、事業性を鑑みると更なるニーズボリュ

ームが必要。コロール州以外の州も含めて検討する必要がある 

・電動船舶については費用対効果の詳細調査およびメンテナンス体制

の構築が必要 
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第２章 案件形成可能性調査(観光用旅客運送車両を対象とした EV 化推進を通じ

た再エネ比率向上と脱炭素化に向けた調査検討) 

本項では、現時点で公共交通機関が整備されておらず、観光客の移動は(白)タクシーやシ

ャトルバス、ホテル個別の送迎車(いずれも化石燃料車)が用いられている現地において、

大型 EV 車両に代替・集約化することによって、化石燃料使用量抑制による脱炭素化のみ

ならず、排気ガスの排出抑制、渋滞の緩和等、コ・ベネフィット効果を創出することを目

的とした調査を実施する。大型 EV 車両の電源としては、既存もしくは新規太陽光発電を

想定しており、再エネ率 100％を目指した事業を検討する。 

2.1 先行事例調査・分析 

EV 車両導入は日本国内においてもここ数年で急速に拡大を続けており、観光用バス等で

一部導入が進み始めている。その中でも今回複数台で運行する一般路線バスの一路線全て

の車両電動化として日本初の試みとなる京阪バス5の取り組みについて京都市も含めた関係

者へのヒアリング及び現地視察の結果を纏める。 

2.1.1 調査概要 

(1)ヒアリング対象および参加者 

今回、ヒアリング及び現地視察をおこなった関係者および調査団側の参加者は下表

2-1 の通りである。 

表 2-1：ヒアリング対象および参加者 

ヒアリング対象 

団体名 
事業における 

団体の役割 
所属 氏名 

京都市役所 環境政
策局 地球温暖化対
策室 

・市内 EV 車普及に向
けた計画策定と実行 
・EVバス実用化に向け
た実証事業の実施 

脱炭素モビリティ推進係
長 

新島 智之 氏 

エネルギー事業推進担当 谷口 友哉 氏 

京阪バス株式会社 
EVバスの導入・運行・
管理 

ICT事業部 ICT推進部兼経
営企画室 課長 

大久保 園明 氏 

ICT 事業部 課長 吉村 潔 氏 

関西電力株式会社 

効率的な EV バスステ
ーションのエネルギー
管理モデル構築につい
て連携 

e モビリティ事業グループ 
副長 

中川 貴文 氏 

e モビリティ事業グループ 北垣 佑芽乃 氏 

 

5 京阪バスプレスリリースより(2021 年 12 月 22 日)https://www.keihan-holdings.co.jp/news/upload/211222_keihan-

bus.pdf 
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調査団参加者 

北九州市 環境局 環境国際経済部 

国際連携推進担当 課長 有田 雄一 

国際連携推進係 係長 永原 達朗 

国際連携推進係 主任 森 直子 

株式会社 ATGREEN シニアマネージャー 冨永 聖哉 

(2)運用中の EVバスの仕様・運用状況 

現在、京都市で走行している EVバスの仕様及び運用状況を下表 2-2 に纏める。 

表 2-2：京都市にて走行中の EV バスの仕様及び運用状況 

項目 内容 

車両仕様 

メーカー 中国・比亜迪(BYD) 

型式 BYD J6 

導入台数 4 台 

導入年月 2021年 12 月 

全長×全幅×全高 6,990×2,080×3,060mm 

定格出力 100kW 

充電時間 3 時間以内 

航続距離 150km以上(冷房起動時) 

バッテリー容量 105.6kWh 

定員 29 人(ドライバー含む) 

その他 
・車内に 100Vコンセントを搭載 

・車内各所も USB 端子を搭載 

充電器仕様 

メーカー ダイヘン 

充電器基数 2 基(ツインソケットタイプ) 

同時充電可能台数 1 口 

充電方式 CHAdeMO(チャデモ)規格 直流用 

充電出力 50kW 

蓄電池併設/活用有

無 
無し 

再エネ電源活用有

無 
無し 

バックアップ・そ

の他 

・6kWの EV 放電用パワーステーション 

・非常用のディーゼル発電機を保有 

運用上の 

充電時間 

満充電：3～3.5 時間(夜間)  他に昼間時に充電有(0.5 時間×2

回程度) 

車両走行距離 131km/日/台 

総事業費 

(車体＋充電設備

等) 

(車両費)19,500円/台程度  (充電設備)非公表 

上記合計額に対する 1/3の補助有 

メンテナンス 実施者 

既存ディーゼルバスの自社メンテナンス

部門 

(日常点検・定期点検・法定点検) 

※車検はグループ会社にて実施予定 
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点検時間・頻度 

・日常点検：10分 

・定期点検：5 時間 1.5 か月に 1回程度 

・法定点検：6 時間 3 か月に 1回程度う 

・車検：4 日間 

※充電設備については不定期に点検を実

施 

 

走行区間は京都駅－七条京阪前と七条京阪前－梅小路・ホテルエミオン京都の 2区

間(図 2-1)であり、総延長は約 3.3kmである。複数台で運行する路線バスの一路線全

ての車両電動化は国内初の事例となる。 

 

図 2-1：京阪バス EV 車両走行ルート6 

(3)京都市および各社の取り組み 

【京都市】 

京都市は 2011 年に「京都市自動車環境対策計画」(対象期間：～2020 年度)を策定

し、その重点施策の中の「次世代 EV京都プロジェクトの推進」において観光に立脚

した環境モデル都市として次世代自動車の普及政策を検討してきた。具体的には三菱

重工業と EVバスの実用化に向けた実証事業や、日産自動車と連携した充電設備の利

用状況のカーナビへの反映などの実証の取り組みが挙げられる。EVバス実証の成果

として、同じ走行条件のディーゼル車と比較して約 40％の排出量削減を達成してい

る。現在の交通分野の脱炭素施策は「京都市地球温暖化対策計画」(対象期間：～

2030年度)にて引き継がれている。現計画では GHG排出削減目標を 2030年に 2013

年比マイナス 40％以上、2050年は実質ゼロを掲げており、更に 2021年 9月には市

長が 2030年目標についてマイナス 46％を目指すとした。現在は EVバイクのバッテ

リーシェアリング事業の取り組みや次世代教育、ライトアップイベント等普及啓発の

取り組みを推進している。 

 

6 京阪バスプレスリリースより(2021 年 12 月 22 日)https://www.keihan-holdings.co.jp/news/upload/211222_keihan-

bus.pdf 
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【京阪バス株式会社】 

京阪グループが推進する“SDGs を実現するライフスタイル”を企画・提案する

「BIOSTYLE PROJECT」の一環として、2021年 12 月より EV バス 4台の運行、管

理を行っている。導入および運営に際しては関西電力株式会社(後述)、ビーワイディ

ージャパン株式会社(以下、BYDジャパン)の 3 社間で協定を締結し、2026 年度まで

EV バス運行に係る課題及び最適充電等についての研究も含め、実証実験を行う予定

であり、導入はその第 1ステップに当たる。協定では第 2 ステップとして他路線での

EV 導入の拡大、第 3 ステップにて EVバスによる自動運転の実走を目指している(図

2-2)。また、EVの整備・メンテナンスは基本的に自社グループにて対応している。こ

れは将来的に他社や京都市交通局の EV バスのメンテナンスを担うこと目指し、ノウ

ハウ蓄積を図るものである。 
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図 2-2：EV バス導入拡大に向けた協定における実施体制(上)および想定ステップ(下)7 

 

【関西電力株式会社】 

e モビリティビジョンの実現に向けた取り組みの一環として EV インフラの整備に取

り組んでおり、京阪バスとの連携を行っている。本実証実験においてはエネルギーマ

ネジメント分野を担当している。具体的には①EVバス用の運行データの収集、デー

タ利活用の検討、②電気バスの運行スケジュールと充放電のタイミングの最適化、③

 

7 京阪バスプレスリリースより(2021 年 12 月 22 日)https://www.keihan-holdings.co.jp/news/upload/211222_keihan-

bus.pdf 
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複数台導入時に最適なエネルギーマネジメントシステムの構築、④EV バスの運行に

最適な充放電器の開発・受電設備等の構築であり、更に設備(EVバス、充放電器等各

種設備、充放電管理システム、工事)導入をパッケージとしてサービス化することで京

阪バスのイニシャルコストを軽減し、市内路線バスの EV化推進のサポートに繋げて

いる。 

2.1.2 調査・分析結果 

(1)路線バス EV化のメリット 

ヒアリングにおいて確認された路線バスの EV化に関するメリットを下表 2-3 に纏め

る。エネルギーおよび CO2の両面での削減効果が期待されており、運営を行っている

京阪バスからは路線バスと親和性が高いコ・ベネフィット効果を実感しているとコメ

ントを得ている。また、メンテナンス面ではトラブル発生時に迅速な対応を提供する

体制が整っていることが重要であり、そこがメーカー選定の上での 1つのポイントだ

ったというコメントがあり、パラオ国で EV バスを運行する際は、基本的に技術力や

物資等が不足している島嶼国であるという背景の中でメンテナンス体制を如何に拡充

させるかが課題となることが再確認された。 

表 2-3：ヒアリングで得られた路面バスの EV 化に関するメリットや印象 

分類 内容 

エネルギー・脱炭素 

・年間のエネルギーコストはディーゼル車に比べて３分の１以下

(EV：40 万円/年、ディーゼル：143万円/年)と試算している 

・CO2削減見込量は 38.8t- CO2/台年、4台で 155.2t- CO2/年であ

る 

・回生エネルギーを電力に変換しているため、坂道との相性は想

定よりも良い印象 

走行環境 

・音は全般的に静かで住宅街などの走行に適している 

・モーター稼働音は発生しているため、走行していることに歩行

者が気付かないというケースは少ないと思われる 

・脱炭素に加えてコ・ベネフィット効果(非ガス、静音等)が挙げら

れる 

災害対応 

・バスとして、非常時は家庭 12件分相当の電力需要に対応可 

・また、災害時や運休時等の調整利用を想定し、6kWの EV 放電

用のパワーステーションを設置することで V2Bとしての活用も

行っている 

メンテナンス 

・メーカーが致命的な故障以外については 48時間内に対応できる

体制を構築しており、定常的に動かす路線バスとしては重要であ

る 

その他 

・メーカーの欧州への豊富な導入実績と 10 年に及ぶノウハウの蓄

積は安心感が大きい 

・バッテリー搭載箇所が車両後部であるため、車体を低床、高天

井な設計にしやすい 
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(2)路線バス EV化の課題・重要点 

ヒアリングにおいて確認された路線バスの EV化に関する課題および、今後事業を

検討する際に押さえるべき重要点を下表 2-4 に纏める。EV車を路面バス(特に複数台)

に活用する際は車両の状況・エネルギーマネジメント・乗客の動きの 3 点を連動させ

た充電と配車の効率的な総合管理システムの構築が重要であるというコメントを参加

者から得られた。現在のところ、パラオ国での観光 EV バスの導入台数は当初は少数

(1～2 台)を想定しており、かつ太陽光発電由来の独立電源を想定していることから直

近の課題とはならない可能性は高いものの、将来的に複数台を導入・運営していく際

には留意が必要な課題である。 

表 2-4：ヒアリングで得られた路面バスの EV 化に関する課題および重要点 

分類 内容 

航続距離 

・冬の暖房による影響が大きい 

・渋滞時はブレーキ回数/時間が多くなり、回生エネルギーを変換す

ることが難しくなるため、航続距離への影響が見られる 

技術的側面 

・バス出庫や運行も含めた充電のアルゴリズム設定が重要であり、

ソフトウェアの更新等を行っていく必要がある 

・EVバッテリーのセル間の容量のばらつきを抑制するための最適

化の実施が必要(但し、最適化を行うと時間を要する) 

・EV導入に際するメンテナンスの重要性 

・バッテリーの大容量化とサイズ小型化の両立 

エネルギーマネジメ

ント 

・充電設備(2台)を同時に稼働すると消費電力が高まってしまい、電

力契約(基本料金)に影響してしまうため、設備数を増やすことによ

る対応に難しさがある。 

運行管理 

・EV車両が占める割合が増加するに従い、EV、エネルギーマネジ

メント、乗客の動きの 3つを連動させた車両 ID と紐づけた充電と

配車のシステムが必要となってくる。 

・路線バスに EVを導入していくうえでの課題は、EVバスの性能に

起因する部分よりも、付随する領域(配車システム・エネルギーマ

ネジメント)に多く見られる。特に市営バスのような多くのバスを

保有する組織が EV を複数台導入するケースでは配車、充電、エ

ネルギーマネジメントを含めた総合的な運行システムの構築が重

要と考えている。 

その他 
・EV化推進の重要な要素は、環境性(脱炭素)、経済性(EMS・運行

コスト)、BCP(充放電)の 3 側面である 

 

(3)現地設備等の様子 
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バス横景 バス後部 

  

USB 端子を全席に装備 右下に 100V コンセント 

  

50kW 充電器 放電設備(V2O) 
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2 台目の充電予約が可能 CHAdeMO方式充電(横は BYD 方式) 

 

2.2 現地利害関係者の整理 

本事業の検討に際し、利害関係者と想定される組織・団体を下表 2-5に纏める。これら関

係者に対して現地側での観光客輸送に関する課題やニーズ、本事業との連携可能性につい

てヒアリング調査を実施した。 
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表 2-5 想定される利害関係者(観光分野) 

団体名(英) 団体名(和) 略称 詳細 

Ministry of Public 
Infrastructure,  
Industries & 
Commerce  

公共基盤・産
業・商業省 

MPIIC 

パラオ政府省庁。航空局、公共事業
局、土地調査局、商業開発局、中小企
業開発センター、パラオエネルギー管
理局の 7 つの部局で構成されている。 

Palau Visitors 
Authority 

パラオ観光局 PVA 
法律で定められたパラオ観光促進の為
に設立された独立組織。パラオ共和国
大統領府が上部組織になる。 

Palau Chamber of 
Commerce 

パラオ商工会 PCC 

旅行代理店やホテルなどの観光産業の
グループであったパラオ旅行組合
(PTA：Palau Travel Association)が統合
した組織。 

Palau Public 
Utility Corporation 

パラオ電力・
水道会社 

PPUC 

パラオの電力システムの管理・運営を
目的として、1994 年 2 月に設立された
民間企業。全従業員は 130人(2009年時
点)。2009 年時点で、コロール州マラカ
ル島、アイメリーク州、ペリリュー
州、アンガウル州、カヤンゲル州に合
計 35MW の発電設備を所有している。
マラカルとアイメリークの発電設備
は、コロール島とバベルダオブ島の中
央グリッドに電力を供給している。 

Palau 
International 
Airport 
Corporation 

パラオ国際空
港株式会社 

PIAC 
パラオ国際空港ターミナルビルの改
修、拡張を運営。本調査事業を支援。 

Palasia Hotel 
パレーシアホ
テル 

― 
現地 3 大ホテルの 1 つ(客室 160 室)。台
湾系。 

Palau Pacific 
Resort 

パラオパシフ
ィックリゾー
ト 

PPR 
現地 3 大ホテルの 1 つ(客室 160 室)。東
急不動産が親会社。 

Palau Royal 
Resort 

パラオロイヤ
ルリゾート 

PRR 
現地 3 大ホテルの 1 つ(客室 160 室)。台
湾系ながらオークラニッコーホテルズ
が委託を受け運営。 

Palau Central 
Hotel 

パラオセント
ラルホテル 

― 小規模(客室 28 室)のホテル 

Cove Resort 
コーブリゾー
ト 

― 
中規模(客室約 70 室)のホテル。邦人ス
タッフが従事している。豪系。 

Garden Palace 
ホテルパラオ
ガーデンパレ
ス 

― 
小規模(客室 12 室)のホテル。邦人スタ
ッフが従事している。 

DW Hotel 
ディーダブリ
ューホテル 

― 小規模(客室 20 室)のホテル 
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2.3 現地ホテル事業者のニーズ・課題 

現地ホテル事業者を対象に観光客の交通事情や本プロジェクトに対する要望、課題と思

われる点について、ヒアリング調査を実施した。調査は作成したヒアリングシートを基に

PIACと協力しながら実施をした。ヒアリング対象は以下のホテル事業者である。 

・Palau Pacific Resort 

・Palau Royal Resort 

・Palasia Hotel 

・Palau Pacific Resort 

・Cove Resort 

・Garden Palace 

・DW Hotel 

結果は図 2-3の通りである。観光客は宿泊先のホテルや観光協会が運営している送迎バス

を活用するケースが多い(相場は概ね片道 20ドル/人)。ヒアリング先ホテルの多くではホテ

ルスタッフがドライバーを兼務していることから人材の確保が最も課題であり、次点が車

両購入および保守コストであった。こういった背景の下で、本プロジェクトに対する興味

関心としては、利便性は大きく損なわずに自所のコストダウンに繋がる仕組みであれば前

向きな意見が多く、懸念される課題としてはメンテナンスコスト負担が突出するという結

果となった。 
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図 2-3：現地ホテル事業者へのヒアリング結果 

Q1：観光客が利用する主な交通手段は何ですか？(複数回答可)

1 ホテルや観光協会が運営するバスやミニバン 7

2 空港で待っているタクシー 0

3 タクシー（チャーター/ドライバー付き） 2

4 観光客自身が運転するレンタカー 4

5 その他

地元の旅行代理店による手配

Q2：観光客を輸送する上でのホテルの課題は何ですか？(複数回答可)

1 ドライバーの確保 5

2 車両の購入と保守のコスト 4

3 車両の老朽化と更新 2

4 交通渋滞 0

5 道路の維持管理と修理 0

6 排気ガス等による環境イメージの劣化 0

7 その他

・保険

Q3：空港とホテルの間をEVシャトルバスが走行する場合、興味がありますか？(複数回答可)

　　ホテルの宿泊客の交通手段として使用しますか？

1 自所コストの削減に繋がるかどうか興味がある(空港と自所ホテルの間の直接接続） 5

2 現在よりも低コストで外注できれば良い( 空港と各ホテル間の共同送迎） 3

3 環境保全の推進に活用したい 2

4 他のホテルを周回するルートを作るのは困難と思われる 1

5 現在の運用に特に問題がないため興味はない 1

6 その他

・EVバスが安価に利用できれば魅力的

Q4：このモデルを実装する際の課題は何だと思いますか？(複数回答可)

1 イニシャルコスト 2

2 ランニングコスト 1

3 プロジェクトの事業採算性 2

4 マネジメントシステムの確立 2

5 車両および充電装置の耐久性と安全性の確保 2

6 故障時のメンテナンスとトラブルシューティング 5

7 運用スケジュールの設計 2

8 既存の雇用への影響 1

9 その他

Q5：EVバスが運行する場合、どのようなシーンでの需要が高いと思われますか？(複数回答可)

1 パラオ入国時の空港からホテル間の移動 4

2 出国時のホテル～空港間の移動 4

3 島内の様々な観光スポットへの往復 6

4 オプションツアーへの送迎 2

5 その他

・ダウンタウンへの買い物

・パラオの旅行者は主に長期滞在であり、一部はダイビングが目的。

たくさんの荷物や機器を持って移動することを考慮する必要がある

・パラオのツアーまたはシャトルバスは主に地元エージェントと

ドライバーによって運用されている。それらとどのように共存するか
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2.4 車両充電拠点候補立地の調査 

EV 車両の充電拠点および事業実施者の検討を行う上で、パラオ国の観光客の入口となる

パラオ国際空港を運営する Palau International Airport Corporation 社へ空港の再生可能エネ

ルギー導入状況、エネルギーリスクに対する取組状況、現在の空港内車両のメンテナンス

実施体制等についてヒアリングを行なった。 

【空港の再生可能エネルギー導入・稼働状況】 

・空港での電力消費量はおおよそ月 4万 kWh台前半程度。うち約半数が 2011年にODA

にて導入された太陽光発電にてカバーされている 

・現在のところ、太陽光発電等を増設導入する具体的な計画は無い 

・既存のパネルの隣地に約 600m2程、パネルの増設を検討可能な土地はある(図 2-4) 

【エネルギーリスクに対する取組状況】 

・出力 1,800KVA(力率 80%として、1,440kWh 程度)の非常用発電機を整備済 

・空港としては自前のバックアップ電源が重要なので移動させることに対する積極的な

メリットはない 

【既存の車両メンテナンス実施体制および EV車両導入の場合の想定】 

・社用車はレンタカーであり、メンテナンスについてもカーレンタル会社が行っており、

直接実施していない 

・空港特殊車両(GSE/Ground Support Equipment)については自社のエンジニアが基本的

に対応する。対応できないケースについては海外のメーカーに依頼している 

・修理用パーツについて、交換頻度の高いものは在庫を所持している 

・在庫のないパーツは都度、メーカーや代理店から購入するが、そのような事態になる

ケースは少ない 

・EV 車両を稼働させるにあたっては、いくつかのパーツを在庫として置くことは必要

と考える。事業者がパーツを持つことになると思うが、どの部品を所持するかという

点や費用については別途詳細検討する必要がある 

・EV 車両のメンテナンススタッフについて、仮に空港が事業を行うのであれば、スタ

ッフを置くことは検討可能。ただし、現地で適正な人材の確保ができるかは課題と考

える 

上記から再生可能エネルギーを電源とした EV 充電設備の立地という観点ではパラオ国際
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空港は適地となる可能性が高いと考えられる。運営に関しては、やはりメンテナンスにつ

いて資材・人材の両面においてに低コストかつ安定的に確保することに課題が窺える。ま

た、依然として COVID-19 が拡大し続け、観光客が戻る見込みが立たない現状下において

は、PIACとしても新規事業の検討が困難な状況であるとコメントを得ている。パラオ国内

にて観光分野における EV 車両運営事業の検討に際しては、他事業者でも同様の状況であ

ると推測されるため、COVID-19 の観光客への影響低減が見込めた段階で改めて検討が必

要である。 

 

 

図 2-4：パラオ国際空港の太陽光パネル設置済み区画および増設検討可能区域 

 

  

パネル増設可能な区域(図 2-4 左) パネル増設検討可能な駐車場区域 

(図 2-4 右) 
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駐車場屋根に設置された太陽光パネル 

図 2-5：パネルの現状設置個所と設置検討可能場所の画像 

2.5 導入・運用検討モデル 

ここでは、前年度検討した観光 EV バスについて、課題となっているイニシャルコスト

低減の可能性を検討した結果を纏める。 

2.5.1 導入技術の内容 

導入を検討するバスは下図 2-6、下表 2-6 のモデルである。充電器については下表 2-7

を参照。 

 

図 2-6：導入検討する EVバス及び充電システム 
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表 2-6：導入検討する EVバスの仕様・特色 

項目 内容 

型式 F8 siries4-mini BUS  

サイズ 全長：6,990mm 
全幅：2,100mm 
全高：3,050mm 

座席数 14 名(運転手含)、30名 

バッテリー容量 114kWh 

航続可能距離 230km 

その他特徴 軽量化された EV専用シャーシ・フレームの採用 
災害時には大容量バッテリーとしての活用も可能 
天井にオプションでフレキシブルソーラーパネルも搭載可能 

表 2-7：導入検討する充電器の仕様・特色 

項目 内容 

型式 ENC-DCB100-BJ 

充電容量 100kW 

充電規格 CHAdeMO Protocol Ver2.0 規格対応 

その他特徴 IP54 防水対応 

導入を想定するバスは、114kWhのバッテリーを搭載したモデルであり、航続可能距離

は最大で 230kmである。今回、充電する電力は全て再エネ電源とすることで脱炭素化の促

進を目指しており、このバッテリーを充電する為に必要な太陽光発電設備の容量は

50kW、蓄電池は 288kWhとした。(リユースのバッテリーを活用して蓄電池の容量を確保) 

2.5.2 導入・運用モデル 

前年度検討の通り、現時点では観光バスの発信拠点をパラオ国際空港としている。今回

の試算においてはパラオ国際空港から主要幹線道路である Central Roadを通り抜け、PPR

へ向かうルート A と景勝地である Icebox Park へ向かうルート Bの 2ルートを走行するも

のとした。ルートについては下図 2-7参照。 

 

(地図出所：Google Map) 

図 2-7：導入検討する EVバス及び充電システム 
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<計画走行ルート> 

Route A (パラオ国際空港～Palau Pacific Resort ホテル / 14.6km) 

Route B (パラオ国際空港～Icebox Park / 13.1km) 

＜利用運賃＞ 

利用運賃については、空港からそれぞれの目的地に対して往復 800 円(片道 400円)で利

用するものとする。現状のホテルまでの送迎サービスやタクシー移動に掛かる費用がおお

よそ 20～30 ドル程度であること、バス移動の場合は料金を個人で回収することから、3名

で上記送迎料金を按分するものとし、更に時間的制約が産まれることによるバス選択デメ

リットに対するインセンティブ付与の観点なども加味して 1名あたりのバス移動料金は上

記の価格とした。また、併せて現地観光客の 2 割(2017年 12.2万人×2 割＝24,400人)がバ

スを利用するものとして試算を行った。 

  

図 2-8：バッテリーコンテナユニット 

また、前年度ネックになっていた蓄電池のコストについても検討を行った。今回移動式

の蓄電池コンテナユニットにリユースバッテリーを活用したモデルについて検討を行っ

た。リユースバッテリーを活用することでコスト低減させていることが狙いである。これ

によりバッテリー容量の増加を図ることが出来た。反面、太陽光発電の設置規模について

も増加を検討する必要が出ている。(上図 2-8 参照) 

2.5.3 事業採算性の検討 

今回、2.5.1～2.5.2 記載の条件下で EVバスを 1 台と充電器・太陽光パネル(パワコン

含)・蓄電池を導入するものとし、事業採算性の評価を行った。なお、イニシャルコストに

関して 100％自己負担した場合と、50％の補助を受け、残りについて自己負担を行った場

合で評価を実施した。その他試算条件は以下の通り。 
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＜共通試算条件＞ 

・車両・設備費 

(約 8,500万円／各種設備・関税・エンジニアリング費用・トレーニング費用等計上) 

・観光客からの収入 (年間 2,000万円程度の売上を想定) 

・5 年借入 

・設備運搬費は非計上 

・メンテナンス費(設備費の 5%相当を毎年計上) 

・ドライバー費用は計上 

・ホテル等からの輸送業務委託費は未計上 

・設備更新に備えた積立として毎年 500万円程度の積立を実施するものとした 

 

＜補助金なし 100％自己負担での事業実施の場合＞ 

図 2-9：観光バス 1 台導入補助金なしの場合 

このケースの場合、借入れが終了する 6年目からは単年度黒字化が期待され、累計収支

も 8 年目で黒字になることが期待される結果となった。イニシャルコストの返済負担が比

較的大きい為、その低減を図る策が必要と考えられる。バス 2 台分程度の充電は十分可能

なバッテリー容量であることから複数台導入時に 2 台のバスで 1 つの充電器を 1日おきに

充電し、使用することでバス以外のコストを低減すること等が考えられる。 
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＜設備費の 50％相当の補助金を受けた場合＞ 

図 2-10：観光バス 1台導入設備補助金 50％相当の場合 

このケースの場合、初年度から黒字化の期待が持てる結果となった。このモデルを成り

立たせるためには本想定通りの利用者収入を得ることが肝要であるとともに、補助金の取

得が本プロジェクトにおける採算性の向上に大きく寄与することが期待されることが分か

る。 

 

2.5.4 CO2削減効果について 

観光バスの EV 化に伴う温室効果ガス排出量削減効果については、J クレジット制度方

法論 EN-S-012 Ver3.0「電気自動車又はプラグインハイブリッド車の導入」を参照した。 

ER＝EMBL－EMPJ 

表 2-8：排出削減量の考え方 

記号 定義 単位 

ER 排出削減量 tCO2/年 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

EMPJ プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

本プロジェクトは電動自動車の導入である為、ベースライン排出量が(従来型)自動車の

使用に伴う化石燃料の使用による排出量、プロジェクト後排出量が電動自動車の使用によ
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る電力の使用による排出となる。 

プロジェクト実施後排出量は以下の式で算定される。 

EMPJ＝ELPJ×CEFelectricity.t 

 

表 2-9：プロジェクト実施後排出量の算定 

記号 定義 単位 

EMPJ  プロジェクト実施後排出量 tCO2/年 

ELPJ  プロジェクト実施後の電気自動車における電力使用

量 

kWh/年 

CEFelectricity.t 電力の CO2排出係数 tCO2/kWh 

ベースライン排出量は以下の考え方で整理される。 

DBL＝DPJ 

DPJ＝ELPJ×BUPJ 

表 2-10：ベースライン排出量の考え方 

記号 定義 単位 

DBL  ベースラインの自動車の走行距離 km/年 

DPJ  プロジェクト実施後の電気自動車の走行距離 km/年 

ELPJ プロジェクト実施後の電気自動車における電力使用

量 

kWh/年 

BUPJ プロジェクト実施後の電気自動車のエネルギー消費

効率 

km/kWh 

ベースライン排出量の算定は以下の考え方で実施する。 

EMBL＝DBL×1÷BUBL×HVBL,fuel×CEFBL,fuel 

 

表 2-11：ベースライン排出量の算定 

記号 定義 単位 

EMBL ベースライン排出量 tCO2/年 

DBL  ベースラインの自動車の走行距離 km/年 

BUBL ベースラインの自動車のエネルギー消費効率 km/kL 等 

HVBL,fuel ベースラインの自動車で使用する燃料の単位発熱量 GJ/kL 等 

CEFBL,fuel ベースラインの自動車で使用する燃料の単位発熱量

当たりの CO2排出係数 

tCO2/GJ 

これらの考え方を前提に年間走行距離を 75,000km程度とした場合の EVバス走行による

CO2削減効果期待量については以下の通りとなった。 
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表 2-12：EVバス導入時の CO2削減期待量 

EV バス導入台数 期待される CO2削減量 

1 台 44t-CO2/年 

10 台 435t-CO2/年 

30 台 1,306t-CO2/年 

バスの導入台数が増え、価格側面でのスケールメリットが出せる状況になればバス 1台

あたりの単価も減少し、JCM設備補助申請に際する tあたり CO2排出削減の費用対効果も

向上することが期待される。その他付帯設備として必要となる充電器や太陽光パネル・蓄

電池についてもバスの台数が増えれば効率的な運用(例：1つの充電器を 2台のバスで交互

に使用する)が期待されることから、最終的には複数の台数を入れたモデルの構築が GHG

削減の費用対効果創出には必要となる。 

2.5.5 モニタリング方法の検討 

車両の EV 化に伴う認証削減量の算定に使用する方法論については、「コスタリカ国タク

シー用途での電気自動車利用促進(2014 年度 JCM F/S)」プロジェクトと日本国内の J-クレ

ジット制度における方法論「EN-S-012 Ver.3.0 電気自動車又はプラグインハイブリッド

自動車の導入」を参照する。 

EV 車両を導入し、ICE 車(内燃機関車)を代替するプロジェクト活動を対象として、削減

量を把握する。 

一般的なモニタリングパラメータとしては下表 2-13 の項目となる。 

 

表 2-13：モニタリング項目 

項目 単位 

年間走行距離 km 

該当車両の電費 km/kWh 

走行電力消費量 kWh 

ベースラインとなる内燃機関車の燃費 km/L 

今回のプロジェクトにおいては、EV車両の電源は再生可能エネルギー電源で構成するこ

とを前提としているが、太陽光やパワコンの故障時あるいは天候不順が続くなどして容量

不足が発生する際などは現地系統電力からのバックアップ電源を使用する可能性もあり得

る。従って、温室効果ガス排出量の削減評価を行う際には、充電した電力がどこから発電

されたものか(系統電力 or再エネ)を把握する必要がある。この点については、車両の ID管

理と蓄電池からの充電データについてデータロガー等で記録を行い、管理することを想定

している。 
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2.5.6 事業実施体制の検討 

事業の実施体制については、前年度より公共インフラ通商省(MPIIC)からもオビアン大臣

からも国の施策に沿っていることから好意的なコメントを受けていること、またパラオ国

際空港を運営する PIAC からも空港及び同国の観光産業の高付加価値化に取り組む観点か

ら本件プロジェクトへの関心を示しており、公共交通としての整備の可能性も含めて本プ

ロジェクトの実施体制を検討していく必要がある。また、パラオ国では現在交通計画のマ

スタープラン更新が検討されていることや、コロール州からも脱炭素を交通分野から推進

したい意向を受けている。その中でも州・国の双方から交通側面での EV などへのモビリ

ティ転換の期待は寄せられている。 

前年度に続き、新型コロナウイルス感染症の世界的なパンデミックによる影響で現地に

渡航できなかった関係も有り、この点についてはまだ実施体制の整備や関係者とのコミュ

ニケーション構築には課題がある。次年度に再度利害関係者との具体的な実施体制の検討

を進めたいと考えている。 

 

図 2-11：国際コンソーシアムの想定 

現時点で想定される国際コンソーシアムの体制は上記の通り。今後現地のホテルなど

の巻き込みを深めることで更なる体制構築を進める必要がある。 

2.6 メンテナンス体制・活用システム 

メンテナンスについては各利害関係者の間でも最大の課題という声が寄せられている。

メンテナンスの課題は、ハードの側面とソフトの側面の双方に存在する。ハード面は予備

パーツ等の保持に伴うものとそのコストなどが主な課題に、ソフト面はメンテナンス人材

の育成等によるものである。 
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図 2-12：メンテナンスにおけるハード・ソフトの課題と対応策(案) 

このうちハード面については一部のパーツを保有する必要があることについて事業実施

を検討している現地関係者も認識している。但し、詳細なパーツの保持などについてはメ

ーカーと詳細を協議する必要があることも指摘されており、費用負担などについても考え

方の整理が必要と考えられる。なお、内燃機関車のパーツについては大半のものは島内で

確保できるケースが殆どであるということであった。従って内燃機関車と EV 車両双方で

使用されるパーツについての現地対応可能性は高い。 

一方、ソフト面については短期で済まない部分が有り、設備導入検討者からもメンテナ

ンス人員の常駐化の検討が必要と認識しており、その検討は可能とのコメントがあった。

いずれにしても人財育成も必要であり、この点については JICAからも研修会の支援など

は検討可能というコメントが寄せられている。合わせて当調査団内の株式会社クアンド社

の「SynQ Remote」を活用するなど、オンラインでのサポートも実施していくことでハー

ド・ソフト双方での対応策が必要であると考えられる。 
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図 2-13：リモートメンテナンスツールの概念図 

2.7 資金調達方法の検討 

資金調達については、ビジネスモデル次第では官民連携の可能性もあるという主旨の言

及が MPIIC オビアン大臣からも寄せられたところではあるが、現実問題として基盤産業で

ある観光産業が大打撃を受けているパラオ共和国において資金を創出することが難しいと

考えられる。反面、コロナ禍後のパラオ国の経済を再興する為にも観光分野の高付加価値

化は必須のものと考えられる。 

この為、イニシャルコストの低減を図るための補助金等の確保は必須と考えられる。具

体的には JCM 設備補助事業への申請も検討しているが、EV バスはどうしても 1 台あたり

の温室効果ガス削減量に限りがある。例えば太陽光発電設備と蓄電池は JCM設備補助事業

を活用しつつ、EV バスについてはインフラ整備やコロナリカバリーの側面から JICA や

ADB の資金を活用するなど、多面的な支援スキームを検討していく必要があり、継続して

検討を進める必要がある。 

また、ファイナンスについてはリース会社との連携も想定される。日本側代表事業者と

現地側企業が関連会社であるケースなどではリース会社とタイアップした事例も近年増加

しており、このような案件は比較的リース会社としても取り組みやすいとのコメントもあ

った。イニシャルコストを捻出することが厳しいパラオ国ではこのような仕組みの導入も

検討される必要と考える。 
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2.8 事業実施スケジュールの検討 

今年度の調査結果を踏まえた観光 EVプロジェクトの事業実施スケジュールについて

は、下表 2-14 を想定している。 

表 2-14：今後の事業実施スケジュールの検討 

項目 2022年度 2023年度 2024年度 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 

事業実施体制の検討・構築       

費用・導入モデルの精査       

各種補助取得に向けた検討       

JCM設備補助等、支援申請       

観光分野の検討は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況と観光需要の回復に大き

く左右されるが、次年度引き続き事業の実施体制について現地関係者との協議を進めて体

制構築を図るとともに、各種補助プログラム取得に向けた検討を進め、2023 年度ないしは

2024年度の補助プログラム取得を目指す。 

2.9 まとめ・今後の課題 

観光 EV車両導入に向けた調査のまとめと今後の課題を以下に記す。 

＜まとめ＞ 

⚫ 空港からホテルへのシャトルバス運行モデルを検討 

⚫ コスト増加要因である蓄電池についてはリユースバッテリーを活用することでコスト

ダウンと大容量化を検討 

⚫ 国内に公共交通が無い状況で観光客の利用を確保出来れば採算性に一定の期待が持て

ることが分かった。ただし、ホテルや観光協会の行う既存の送迎スキームとの役割分

担・連携は必要となる。 

⚫ 設備補助を受ける際において、太陽光発電と蓄電池、EV バスを別建てに考えて違う

ファンドドナーへの申請を検討していくことも必要 

⚫ パラオ国及びコロール州内の利害関係者からは交通政策(マスタープラン)の見直しの

方向性と一致する本プロジェクトへの期待の声が寄せられた 

⚫ 観光客の起点となる国際空港との連携を継続して行い、導入に向けた課題を 1 つずつ

解消していくことが必要 

＜今後の課題＞ 

⚫ 継続してイニシャルコストの見直し 

⚫ 観光産業が基盤産業である中、新型コロナウイルス感染症拡大により大きな経済的打

撃を受けており、支援メニューの確保が必要 



 

39 

 

⚫ 継続してメンテナンス体制の構築が課題 

⚫ 補助金等の支援の最適なモデル化、リース等も含めたファイナンススキームの更なる

検討 
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第３章 案件形成可能性調査(廃棄物収集運搬車両 EV 化推進に関する調査検討) 

3.1 現状把握 

3.1.1 現地利害関係者の整理 

本検討に際し、利害関係者と想定される団体を下表 3-1に纏める。これら関係者に対して

現地のニーズや本事業への連携可能性についてヒアリング調査を実施した。 

表 3-1 想定される利害関係者(廃棄物分野) 

団体名(英) 団体名(和) 略称 詳細 

Solid Waste 
Management 
Division, 
Public works 
Department, 
Koror State 
Government 

コロール州 

公共事業部 

固形廃棄物管

理課 

― 

コロール州のリサイクルプロジェク

ト、収集と輸送、廃棄物調査、堆肥化

と教育プログラム、及び材料回収を管

轄する。州の公共事業部に属する。 

Solid Waste 
Management 
Office 

固形廃棄物管

理事務所 
SWMO 

コロール州で発生する埋立廃棄物を

3R、資源化を通じて削減することを目

的とした組織。パラオ国の公共事業局

及び保健省、環境品質保護委員会、州

の固形廃棄物管理課で構成されてい

る。 

Ministry of Public 
Infrastructure,  
Industries & 
Commerce  

公共インフラ

通商省 
MPIIC 

パラオ政府省庁。航空局、公共事業

局、土地調査局、商業開発局、中小企

業開発センター、パラオエネルギーオ

フィスの 7つの部局で構成されてい

る。 

Asian 
Development 
Bank 

アジア開発銀

行 
ADB 

アジア・太平洋における経済成長及び

経済協力を助長し、開発途上加盟国の

経済発展に貢献することを目的に設立

された国際開発金融機関。コロール州

の包括的な資源循環社会構築プロジェ

クトに関する調査を実施予定。 

 

3.1.2 先行検討プロジェクト「資源分別型積替保管施設」とその進捗 

(1) プロジェクトの背景と概要 

パラオ国ではコロール州に居住人口、企業オフィス、ホテルや店舗が集中しており、

その高い環境負荷が同州の課題となっていた。SWMOは環境負荷低減を図るために

2014年より、本業務実施体制構成員の一員であるアミタ株式会社と共同して特定廃棄物

の回収・資源化に資するリサイクルセンターの計画、整備を進め、機能を拡充させてい

くことで、埋立処分する廃棄物をリサイクルループにのせる活動を続けている(表 3-2)。 
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表 3-2：コロール州とアミタ株式会社のこれまでの連携・調査実績 

直近では同州とアミタ株式会社の官民連携(PPP)により、北部のアイメリーク州への最終

処分場移設に伴う M-Dock の跡地を活用し、廃棄物の分別・選別機能を備えた「資源分別

型積替保管施設」の建設が検討されている。これはアイメリーク州の新最終処分場は遠方

(M-Dock から約 15km)となることと、処理費(tipping fee)が新たに発生するようになること

を踏まえ、州内で効率的な廃棄物処理の実施ならびにリサイクル品目と量の拡大を通した

埋立廃棄物の減容化及び長寿命化(30～40％の延命を見込む)を狙うものである。廃棄物リ

サイクルにとどまらず、最終的には農業発展や観光産業(グリーンツーリズム)の創出、再

生可能エネルギーによるゼロエミッション経営など多岐にわたる価値の創出を目指すプロ

ジェクトとなっている(図 3-1)。 

 

図 3-1：資源循環モデル構想図 

エネルギーの観点では 1)プラスチックの油化からの発電分自家利用と 2)太陽光発電の導

入による発電分自家利用、3)バイオガス精製設備のガスを併設予定の観光客向けガラス工

房にて利用する構想である。(ガラス工房は分別・選別された廃ガラスを利用する予定とな

年度 フェーズ 活動内容 

2014-15 基礎調査 廃棄物組成調査、分別回収実証 

2015-16 環境省 海外展開事業化促進業務 
F/S 作成、液肥実証試験 
パートナーシップ協定締結 

2016-17 環境省 海外展開事業化促進業務 バイオガスプラント仕様設計 

2017-18 
JICA中小企業海外展開支援 案件
化調査 

小型バイオガス F/S調査 
プラント仕様設計 

2019-20 環境省 海外展開事業化促進業務 資源分別型積替保管施設 F/S 調査 
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っており、観光客を呼び込むことを検討している) 

(2) プロジェクトの進捗 

リサイクルセンター自体はコロール州独自の取組として既に安定的に運用がなされてお

り、メタン発酵設備、固形燃料化・ガス化設備以外は既に導入済である。また、ガラス工

房はテスト工房での実証を重ね、2020年 7 月に本運用施設の建設工事が完工している。 

しかしながら、Covid-19による深刻な経済的影響(GDPの約 50%を観光産業に依ってい

ることに起因)を受け、PPP による「資源分別型積替保管施設」の検討はペンディングの

状態となっている。Covid-19 の収束と観光客の復活を以って再度検討が実施される見通し

である。 

 

3.1.3 コロール州の政策における本検討の位置付け 

現在コロール州では、上述の PPP による「資源分別型積替保管施設」の検討を契機とし

て、より対象範囲を広げた州内の資源循環を促進する為の「包括的な資源循環社会構築」

の在り方について検討が進められている。本件 EV 廃棄物収集運搬車両の導入に向けた検

討プロジェクトについても、その枠組みの中に含めることが前向きに検討されているとこ

ろである。(図 3-2参照) 

 

図 3-2：州の包括的資源循環型社会構築プロジェクトとの関連性について 

現在、このプロジェクトについてアジア開発銀行(ADB)による PPP 案件としての導入可

能性調査が実施される予定となっており、その中で本件廃棄物収集運搬車両の EV プロジ

ェクトも含めた形での検討が進められる予定である。 

3.1.4 EV化に向けた現地ニーズ・想定されるスキーム・課題 

本事業のコンセプトに対する所感や廃棄物車両や EV 車両及び充電設備の仕様に対する現
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地側のニーズについて Selby 氏、藤 氏へのヒアリング結果を纏める。 

(1) 事業コンセプトへの理解 

本事業に対し、現地政府として期待するメリットは、➀化石燃料への依存を減らし、

再生可能エネルギーが充電源である場合の燃料コストを削減すること、②廃棄物管理部

門の環境への配慮のイメージを改善すること、及びゼロ・カーボン社会の構築、③廃棄

物管理の側面における SDGs 達成への貢献の 3点である。これらのメリットは州のクリ

ーンかつ安全な環境醸成に繋がるとしつつも、導入に向けた課題として➀EV 車の運転

を維持するための機器の取得と設置に必要な高い初期費用、②車両と充電ステーション

の耐久性と安全性の維持に関する懸念、及び③万が一の場合のメンテナンス体制の確立

を挙げている。 

本事業の実施主体として、SWMOが車両と設備の設置・運用・保守を実施する以降で

あるとコメントを得ている。 

(2) 廃棄物車両や EV 車両及び充電設備の仕様への要求事項 

廃棄物収集車両を取得する際に重視する点としては➀車両及びシステムの経済性、②

積載可能量、③塩害への耐性機能である。EV 廃棄物収集及び輸送車両を導入する際に

重視したい点は➀バッテリー容量、②バッテリーの耐久性と耐用年数、③バッテリーの

制御と安全性(過熱に対する制御)、④急速充電の可用性、及び⑤車両の積載量と塩害対

策である 

(3) 使用電力の調達想定と充電設備及び太陽光発電の設置個所について 

資源分別型積替保管施設の現計画では、約 150kW(250W/枚×600 枚)のソーラーパネ

ルを施設の屋根および隣接地に設置し(図 3-3 の赤枠部)、施設稼働用の電源の一部とす

る計画となっている。また、既存のバイオ燃料発電機(220KVA)も併せて電力供給が可能

であり、これら再生可能エネルギーを EV廃棄物収集運搬車両の電源として活用する想

定である。ソーラーパネルの設置容量は現在、ADB によって検討中であり、施設拡張の

可能性が非常に高いため、更なる容量の増加も見込まれている(図 3-3 の黒枠部)。 

また、図 3-3の黄色+黒い枠で囲まれた場所は 20 台ほどの大型車両が停車できる駐車

場となる計画である。この建物の屋根に太陽光発電パネルを設置するとともに EV車両

の充電スペースを設置することを州として検討している。 
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図 3-3：資源分別型積替保管施設におけるソーラーパネル設置予定地 

(4) 車両のメンテナンスの状況と EV 導入時のメンテナンス 

前述の通り、SWMOが EV 車両についてもメンテナンスを実施する想定であるとコメ

ントを得ている。 

現状の内燃機関車のメンテナンス体制については SWMOには既存のごみ収集車両やそ

の他管轄車両の定期的なメンテナンスを監督する専任の整備士が所属しており、現状軽

微な故障は問題なく対応を実施しているとのことである。大規模な修理が必要な場合は

コロール州の自動車メンテナンス店にて検査や修理が実施されている。車両部品につい

て州は在庫を保有しておらず、国内で手配できない場合は地元・日米のメーカーやメン

テナンス会社との供給契約に基づき、緊急性に応じて 2週間以内に必要な部品を手配す

ることが可能とのことであった。 

しかし、EV を導入するとなると、まず人材をトレーニングする必要があることを認識

しており、それと共にパーツについても交換の頻度や重要度に応じて一定量をストック

することの必要性を認識している。 

 

3.2 導入・運用モデルの検討 

ここでは、廃棄物収集運搬用 EV車両の導入技術の検討を行い、費用試算を行うととも

に今後の更なる検討を進めるうえでの課題等の把握を行う。 
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3.2.1 導入技術の内容 

導入を検討する廃棄物収集運搬車両は下図 3-4、下表 3-3 のモデルである。充電器につ

いては下表 3-4 を参照。 

 

図 3-4：導入検討する廃棄物収集運搬車両及び充電システム 

表 3-3：導入検討する廃棄物収集運搬車両の仕様・特色 

項目 内容 

型式 pure electric compression type garbage truck 

サイズ 全長：6,795mm 
全幅：2,100mm 
全高：2,400mm 

車両総重量 8,280kg 

積載量 1,995kg 

バッテリー容量 110kWh 

航続可能距離 180km未満 

その他特徴 圧縮方式：プレス式 

表 3-4：導入検討する充電器の仕様・特色 

項目 内容 

型式 ENC-DCB100-BJ 

充電容量 100kW 

充電規格 CHAdeMO Protocol Ver2.0 規格対応 

その他特徴 IP54 防水対応 

導入を想定する EV 廃棄物収集運搬車両は、110kWh のバッテリーを搭載したパッカー

車モデルであり、航続可能距離は 180km未満である。今回、充電する電力は全て再エネ電

源とすることで脱炭素化の促進を目指しており、このバッテリーを充電する為に必要な太

陽光発電設備の容量は 50kW、蓄電池は 288kWh とした。なお、蓄電池については観光

EV と同様にリユースのバッテリーを積算したコンテナユニットの活用を想定している。 
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3.3.2 導入・運用モデル 

州からは以下の 2 つのルートに際する運搬を希望されている。1)コロール州内での廃棄

物収集運搬、2)アイメリーク新最終処分場への運搬の 2つである。なお、州は 2)について

は 1 台でなるべく大量に廃棄物を運搬したい意向を持っており、車両の大型化に関する要

望が寄せられている。収集エリアについては下図 3-5 参照。また、コロール州固形廃棄物

管理事務所からは、保有する 4台のパッカー車を全て EV化したいというニーズが寄せら

れている。この点から充電器についても 1 基では不足する可能性があることと故障時のリ

スク低減の観点からも 2基で検討をする必要があることを州とも確認した。 

 (地図データ出所：Google Map) 

図 3-5：導入検討する EV 廃棄物収集運搬車両の廃棄物収集運搬エリア 

 

図 3-6：EV廃棄物収集運搬車両の運用イメージ 
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3.2.3 事業採算性 

今回、下記記載の条件下で EV 廃棄物収集運搬車両(パッカー車)を 4台と充電器を 2

基・太陽光パネル(パワコン含)・蓄電池を導入するものとし、事業採算性の評価を行っ

た。なお、イニシャルコストに関しては 50％を補助や支援を受けて残りを自己負担した場

合と、全てを補助金等で充当し、自己負担が 0％の場合で評価を実施した。その他試算条

件は以下の通り。 

＜共通試算条件＞ 

・車両・設備費 

(約 1 億 3,000 万円／各種設備・関税・エンジニアリング&トレーニング費用等計上) 

・5 年の借入期間として分割払いで試算 

・設備運搬費は非計上 

・メンテナンス費(設備費の 5%相当を毎年計上) 

・燃料費用削減貢献分を収入要素として計上 

・設備更新への備えとして毎年 400万円程度の積立を実施するものとして試算している 

＜補助金あり 50％自己負担での事業実施の場合＞ 

図 3-7：廃棄物収集運搬車両 4 台導入補助金 50%の場合 
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＜補助金あり 全額補助金を受けた場合＞ 

図 3-8：廃棄物収集運搬車両 4 台導入補助金 100%の場合 

いずれのケースにおいても公共事業であり、収益事業では無い中で EV車両を導入する

ことからエネルギーコスト削減だけで採算性を確保することは困難な状況である。イニシ

ャルコストの低減を図るとともに補助金の取得がなければ本プロジェクトの実施が困難で

あることが分かる。(なお、100%補助を受けた場合で、メンテナンスと設備更新の積み立

てを除した場合はプラスになる試算である)。 

メンテナンス費を含めて EV 車両導入メリットがより拡大できるかの検討は今後更に精

査する必要がある。一般的に EV車両にすることでメンテナンス費が抑制されると言われ

ているものの島嶼部で本件がどこまで適用できるかは課題である。 

3.3.4 CO2削減効果について 

廃棄物収集運搬車両の EV 化に伴う温室効果ガス排出量削減効果についても観光バス EV

化と同様に、J クレジット制度方法論 EN-S-012 Ver3.0「電気自動車又はプラグインハイ

ブリッド車の導入」を参照することとなる。 

本方法論の考え方を前提に年間走行距離をコロール州へのヒアリング結果を基に

6,000km程度とした場合の EV 廃棄物収集運搬車両走行による CO2削減効果については以

下の通りとなった。 
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表 3-5：EV廃棄物収集運搬車両導入時の CO2削減量 
EV 廃棄物収集運搬車両導入台数 期待される CO2削減量 

1台 4.35t-CO2/年 

4台 17t-CO2/年 

観光バスと異なり、そもそも収益事業ではないことに加えてスケールメリットが出せる

状況にも無い為、JCM 設備補助申請に際する tあたり CO2排出削減の費用対効果を確保す

ることは難しい状況である。この点については ADB によって調査検討するプロジェクト

でファンドが形成され、そこからの資金援助を受けることが有用と考えられる。反面、

コ・ベネフィットの効果や地域の包括的な資源循環型社会構築に向けた理念に沿った取り

組みであることから州としてもデポジット制度等の基金化や複合的なプロジェクトファイ

ナンス形成を視野に入れた事業設計が今後求められるところである。 

なお、太陽光発電のみ、あるいは太陽光発電と蓄電池の導入のみで JCM 設備補助申請

の可能性については今後の検討となる。上記で調査検討されたプロジェクトの実現を側面

支援することにもつながると考えられる為、ADB側との調査とも連携をしながら検討を行

う。 

 

3.2.5 モニタリング方法の検討 

車両の EV 化に伴う認証削減量の算定に使用する方法論については、「コスタリカ国タク

シー用途での電気自動車利用促進(2014 年度 JCM F/S)」プロジェクトと日本国内の J-クレ

ジット制度における方法論「EN-S-012 Ver.2.0 電気自動車又はプラグインハイブリッド

自動車の導入」を参照する。 

EV 車両を導入し、ICE 車(内燃機関車)を代替するプロジェクト活動を対象として、削減

量を把握する。 

一般的なモニタリングパラメータとしては下表 3-6 の項目となる。 

表 3-6：モニタリング項目 

項目 単位 

年間走行距離 Km 

該当車両の電費 km/kWh 

走行電力消費量 kWh 

ベースラインとなる内燃機関車の燃費 km/L 

今回のプロジェクトにおいては、EV車両の電源は再生可能エネルギー電源で構成するこ

とを前提としているが、太陽光やパワコンの故障時あるいは天候不順が続くなどして容量

不足が発生する際などは現地系統電力からのバックアップ電源を使用する可能性もあり得

る。従って、温室効果ガス排出量の削減評価を行う際には、充電した電力がどこから発電
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されたものか(系統電力 or再エネ)を把握する必要がある。この点については、車両の ID管

理と蓄電池からの充電データについてデータロガー等で記録を行い、管理することを想定

している。 

 

3.2.6 事業実施体制の検討 

事業の実施体制については、既述の通りコロール州の廃棄物管理事務所から ADBで現在

調査・コンサルテーションが検討されている資源循環社会構築プロジェクトの中で前向き

に組み込んで検討を進める意向が示されていることから資金面の負担を低減させながら実

装できる本プロジェクトの実施体制を検討していく必要がある。推進体制は下図 3-9 の通

り。 

 

図 3-9：実施体制の検討 

 

3.3 メンテナンス体制・活用システム 

メンテナンスについては観光分野同様、各利害関係者の間で大きな課題という声が寄せ

られている。メンテナンスの課題は、既述の通りハードの側面とソフトの側面の双方に存

在する。 
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図 3-10：メンテナンスにおけるハード・ソフトの課題と対応策(案) 

このうちハード面については一部のパーツを保有する必要があることについて州の固形

廃棄物管理事務所も認識しており、その意向を示している。但し、詳細なパーツの保持な

どについてはメーカーと詳細な協議を要する。 

一方、ソフト面については短期で済まない部分が有り、州の固形廃棄物管理事務所から

はメンテナンス人員を育成する為の支援の希望も寄せられた。この点については既述の通

り JICA からも研修会の支援などは検討可能というコメントが寄せられている。また、株

式会社クアンド社の「SynQ Remote」を活用するなど、オンラインでのサポートも実施し

ていくことでハード・ソフト双方での対応策を推進していく必要がある。 

 

3.4 資金調達に向けた協議 

公共事業である本プロジェクトにおいて資金調達に際して負担低減を図るための補助金

等の確保は必須であり、JCM 設備補助事業は勿論、インフラ整備の側面から JICA や ADB

の資金も含め、多面的な支援スキームを検討していく必要がある。その中の 1 つの可能性

として、3.1.3 にて記載した州の「包括的資源循環型社会構築プロジェクト」と連携した

資金調達の在り方について、コロール州固形廃棄物管理事務所および ADBの官民連携

事業部担当者と複数回意見交換を行った。 

 

【意見交換概要_特記ない限り ADB 担当者のコメント】 

(1)パラオ国と ADBにおけるこれまでの経緯について 
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・州政府が現在計画している廃棄物管理事業(包括的資源循環型社会構築プロジェクト

を指す)には地域モデル事業の候補として ADBとしても注目している。官民連携で

プロジェクトを進めたいという州廃棄物管理事務所のご意向を受けている 

・ADB官民連携部は社会基盤構築を民間の活力を用いて進める案件に対して、政府側

に立って助言をするポジションである。テクニカルアシスタンスを案件ごとに配備

し、案件推進を支援している 

・これまでパラオ国では太陽光発電(13MW)の案件があり、その際も政府側への助言

を実施。 

(2)EV 車両導入も含めた廃棄物管理事業に向けたファンド獲得について 

・検討されるファンドは ADB からの ODAだけでなく、JICA や環境省との連携の可

能性もあると考えている。JFJCM等も可能性となり得る。 

・本件はプロジェクト総合的に見て規模を一定程度確保することで成果の最大化を図

るべく検討を行っている。 

(3)EV 車両導入に関するプロジェクトについて説明後のコメント 

・モデルとしては再エネの活用や脱炭素に資する案件であることから有用なものと考

えられる。 

・バッテリーをコンテナユニットで移動させられる点もレジリエンスの観点で有用で

はないかと考えられる 

・コンテナユニットについては移動させる為のトラックが必要。ただし、現在州では

車両を保有していないため使おうとすると車両レンタル費が掛かる点が課題(州より) 

・今後、ADB が支援する案件となった場合は国際入札となる可能性が高いことからこ

の点について何らかのストロングポイントがあることは望ましい。 

・今後 ADBが進める調査とも連携してモデルの検討を行っていきたい 

 

3.5 事業実施スケジュールの検討 

今年度の調査結果を踏まえた廃棄物収集運搬車両 EV プロジェクトの事業実施スケジュ

ールについては、下表 3-7 を想定している。 

表 3-7：今後の事業実施スケジュールの検討 

項目 2022年度 2023年度 2024年度 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 

事業実施体制の検討・構築       

費用・導入モデルの精査       

各種補助取得に向けた検討       

JCM 設備補助等、支援申請       
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ADB による今後始まる調査と連携しながらモデルの最終確定化と案件としての強みの創

出、入札等に向けた準備や体制構築等を進めていく。合わせて設備の一部だけを切り出し

た JCM設備補助案件の可能性検討やその他各種補助プログラム取得に向けた動きを進

め、2023 年度の補助プログラム取得を目指す。 

3.6 まとめ・今後の課題 

廃棄物収集運搬 EV 車両導入に向けた調査のまとめと今後の課題を以下に記す。 

＜まとめ＞ 

⚫ M-Dockを拠点に廃棄物収集運搬 EV 車両(パッカー車)の導入検討を実施した 

⚫ 現地からは 4 台のパッカー車を全て EV 車両化する希望が寄せられ、そこに基づく試

算を実施した 

⚫ ADB と協議を行い、コロール州の進める包括的な資源循環社会構築プロジェクトにお

いて廃棄物収集運搬車両における EV車両導入プロジェクトについても含めた調査検

討を行うとのコメントが寄せられた 

＜今後の課題＞ 

⚫ 国際入札も視野に入れた中での競争力確保 

⚫ 継続してイニシャル価格の低減 

⚫ 車両の大型化やユニック車等の現地ニーズに対する調査実施 

⚫ 継続してメンテナンス体制の具体的な構築 
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第４章 その他、コロール州内における脱炭素化事業の連携可能性調査 

本調査では、本業務の中心テーマであるコロール州における EV 車両の導入調査以外

に、コロール州(場合によっては他の州も含めたパラオ国全域)で、脱炭素化や SDGs の推

進に役立つ低炭素案件の発掘を行うために、現地の幅広いステークホルダーによる技術

ニーズ及び北九州市の市内企業をはじめとする日本国内の技術シーズについて調査を行

い、候補となり得る案件について検討した。現地ヒアリングを行なったステークホルダ

ーおよび想定されるプロジェクトは下表 4-1 の通りである。 

表 4-1：想定される利害関係者(その他脱炭素化事業) 

団体名(英) 団体名(和) 略称 詳細 想定協議

PJ 

Palau Public 
Utility 
Corporation 

パラオ電力・

水道会社 
PPUC 

パラオの電力システムの管理・運

営を目的として、1994年 2 月に

設立された民間企業 

再エネ・

省エネ系

全般 

Palau Energy 
Administratio
n 

エネルギー局 PEA 

MPIIC の下部組織。パラオの再生

可能エネルギーおよびエネルギー

効率プロジェクトの管理ユニッ

ト。エネルギー関連の海外会議に

おける同国窓口も担当。 

再エネ・

省エネ系

全般 

Palau Pacific 
Resort 

パラオパシフ

ィックリゾー

ト 

PPR 
現地 3大ホテルの 1 つ(客室 160

室)。東急不動産の子会社。 
省エネ 

Koror State 
Department 
of 
Conservation 
& Law 
Enforcement 

コロール州自

然保護法執行

局 

DCLE 

ロックアイランド南ラグーンの経

営計画の管理と実施を担当する機

関。ツアーガイドプログラムの所

管し、観光が及ぼす生態環境への

影響を最小限に抑えるために、安

全管理を行っている 

E シップ 

Environment
al Quality 
Protection 
Board Office 

パラオ環境保

護局 
EQPB 

1981年に制定されたパラオ国家

法の「環境品質保護法」(24 

PNCA)のもと、組織された政府の

執行部の半自治機関。環境の質を

保護し、適切な資源の保全を確保

すると同時に、国家の社会的およ

び経済的目標に沿った開発を可能

にする不可欠な環境保護プログラ

ムを実施している。 

鉛蓄電池

再生利用 

Surangel & 
Sons 
Company 

スランジェ

ル・アンド・

サンズ 

― 

1982年創業。住宅設計や自動車

修理、機器のレンタル、食料品、

スキューバギア、船舶等販売。 

海外から鉛蓄電池を輸入している

主要会社の 1 つ。 

鉛蓄電池

再生利用 
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Western 
Caroline 
Trading 
Company 

ウェスタン・

キャロライ

ン・トレーデ

ィング 

WCTC 

1948年設立。現地のショッピン

グモールを運営。海外から鉛蓄電

池を輸入している主要会社の 1

つ。 

鉛蓄電池

再生利用 

 

4.1 大規模ホテルの省エネ 

パラオは太平洋諸国の中でも特に観光業への依存度が高い国で、COVID-19 蔓延前の

2010～2019 年度では、GDP の 36.5～53.4%を占めていた8。小規模事業者が多いパラオ

において、大型観光ホテルはエネルギーの主要消費セクターのうちの一つである。その

ため、昨年度調査では大規模な二つの主要ホテルにヒアリング調査を行い、設備更新ニ

ーズについて確認を行った。その結果、パラオロイヤルリゾート(PRR)は設備が比較的

新しいため当面設備の更新予定はないとのことだったが、パラオパシフィックリゾート

(PPR)は設備が古いことから、ディーゼル発電機とチラーの更新予定があるとのことだ

った。 

COVID-19の影響で観光客の入国(＝収入)が途絶えているパラオのホテル業界にとって、

設備更新の判断をしにくい状況が続いているため、今年度は、PPR を対象に、将来設備

更新を行う際の参考のために、JCM 設備補助事業について詳しく説明するとともに、設

備更新ニーズについてさらに聞き取りを行った。 

(1) PPRへのヒアリング 

PPR へヒアリングを行い、昨年度特定したディーゼル発電機と空冷式チラーの更新ニ

ーズに加え、20KWの水銀灯投光器を LED 照明に更新するニーズが新たに把握できた。

また、COVID-19 の影響で設備を長期間止めていたことによる不具合、塩害による設備

の劣化、設備が故障した際の部品交換対応、メンテナンスができる人材の不足等の課題

についても把握できた(参考資料 4 参照)。 

(2) PPRにおける JCM 設備補助事業の活用可能性 

【ディーゼル発電機コージェネレーション・システム】 

JCM では、「原則として、化石燃料を用いた火力発電に係る事業ではないこと。た

だし、発電時に発生する熱を有効利用する設備や、二酸化炭素回収・貯留技術(CCS)

 

8 ADB (2021) Recovery through Improved Systems and Expenditure Support Program, Subprogram 1: Report and 

Recommendation of the President. https://www.adb.org/projects/documents/pal-54284-001-rrp 
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など脱炭素化に資するものを除く」(令和 3 年度公募要領9)とのルール規定がある。そ

のため、化石燃料を使って発電を行う場合は発生する熱の有効利用を行う設備である

ことが前提になる。PPR では、既存のディーゼル発電機で、排熱を利用して温水を沸

かして供給するコージェネレーションを行っているため、同様のコージェネレーショ

ン・システムを備えた高効率設備であれば、補助対象になり得る。コージェネレーシ

ョン・システムについては、これまでに(2022 年 2 月現在)5 件の JCM 設備補助事業の

採択実績があり、いずれもガスコージェネレーションである(表 4-2)。 

【空冷チラー】 

チラーについては、JCM で多くの採択事例がある。一般的に、水冷式チラーの方が

空冷式チラーよりも冷却効率が高いが、空冷式チラーであっても、最新の高効率設備

であれば、ベースラインと比較して省エネ効果が見込める。実際、JCM 設備補助事業

でも、1件の空冷式チラーの導入実績がある(表 4-2)。 

 

表 4-2：JCM設備補助事業で採択された類似案件(コージェネレーションと空冷チラー) 

(出典：GECホームページ10) 

技術 JCM 採択事業名 
パート

ナー国 

採択年

度 

ガスコージ

ェネレーシ

ョン 

繊維工場へのガスコージェネレーションシステム及び吸収

式冷凍機の導入 
タイ 2018 

自動車部品工場へのガスコージェネレーションシステム及

び吸収式冷凍機の導入 

インド

ネシア 
2017 

自動車部品工場へのコージェネレーション設備の導入 タイ 2016 

二輪車製造工場におけるオンサイトエネルギー供給のため

のガスコージェネレーションシステムの導入 
タイ 2015 

自動車製造工場におけるガスコージェネレーションシステ

ムの導入 

インド

ネシア 
2015 

空冷チラー オフィスへの高効率エアコン及び空冷チラーの導入 
ベトナ

ム 
2019 

 

 

9 GEC (2021) 令和３年度から令和５年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金(二国間クレジット制度資金支援事業

のうち設備補助事業)公募要領．https://gec.jp/jcm/jp/kobo/mp210407/ 

10 GECホームページ「JCM 事例紹介」：https://gec.jp/jcm/jp/projects/ 
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【LED 照明】 

LED照明は、水銀灯照明と比較して、消費電力が 1/3～1/4 程度、4～10 倍も長寿命で

あるため、ランニングコスト(電気代)の削減も含め、交換するメリットは大きい。仮に 1

日 5 時間使った場合を 1,000W 水銀灯(20基)と 1,000W 相当の LED照明(20基)で比較す

ると、毎月 US$930(約 10 万円)かかっていた電気代を US$269(約 3万円)に抑えること

ができる(表 4-3)。 

 

表 4-3：1,000W 水銀灯と同等の照度を有する LED照明の消費電力量と電気料金の比較 

仕様 消費電力量と電気料金 

1,000W水銀灯 消費電力量：1,000 W x 20 units x 5 h x 30 days = 3,000 kWh/month 

電気料金：3,000 kWh x US$0.31/kWh11 = 930 US$/month 

1,000W相当 LED 照明 

(RZNA-1000-50RT12) 

消費電力量：289.2 W x 20 units x 5 h x 30 days = 867.6 kWh/month 

電気料金：867.6 kWh x US$0.31/kWh = 269 US$/month 

 

4.2 街灯照明の LED 化 

昨年度の調査で、LED 街灯のポテンシャルが一定量ありそうであることが分かったため、

現地コンサルタントを通じて追加調査を行った。 

PPUC へのヒアリングによると、PPUC は、コロールの幹線道路及びバベルダオブ島の

コンパクトロードを含む公道沿線上の街灯のほぼ全てに当たる計 1,943 基を LED 化し終え

たとのことである。また、PPUC はコロールの二次・三次道路、並びにバベルダオブ島の

その他の道路の LED化も実施済みである。街灯の電気代は、公道は全て PPUCが負担し、

二次・三次道路については、それぞれの州が負担している。また、街灯のメンテナンスは

PPUC が行っているとのことである。 

パラオエネルギー管理局とのヒアリング(参考資料 6)からも、街灯の LED 化は導入が大

方終わっているため、特にニーズはないだろうとのことだった。他方、公共施設の LED 導

入ニーズがあることが分かった。必要なスペックや個数は今後調査が必要であるが、統一

規格でのパッケージ導入や、人がいない時にオフにする自動検知機能等も含めた導入など

について検討が考えられる。 

 

11 Palau Energy Snapshot: Energy Transitions Initiative: https://www.energy.gov/sites/default/files/2020/09/f79/ETI-

Energy-Snapshot-Palau_FY20.pdf 

12 RZNA-1000-50RT (NIINUMA): 消費電力 289.2W、消費効率 159.8 lm/W 
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4.3 Eシップ  

パラオのような小島嶼国では、船舶が重要な交通手段となっていることから、船舶の電

動化は、車両の電動化とともに、これらの小島嶼国における脱炭素化において重要な課

題である。株式会社 EVモーターズ・ジャパン(EVMJ)では、電動船(Eシップ)も手掛けて

いることから、パラオにおける E シップの導入可能性について調査・検討を行った。 

(1) E シップの概要 

船舶の推進形式は、一般的に、動力を船体の中心辺りに置いてシャフトで船外のプロ

ペラを駆動させる①「船内機」、エンジン、トランスミッション、舵、プロペラが一体

となった推進ユニットを船外に設置する②「船外機」、そして、エンジン本体は船内

に、ドライブユニットは船尾に付ける③「船内外機」に分かれている。EVMJ では、こ

のうち、既存の船の船内機エンジンを電動モーターに置き換え、バッテリー、インバー

ターで電装するとともに、補助的な電源として、軽量で折り畳み可能な CIGS フレキシ

ブルソーラー(後述)を搭載することを提案している(図 4-1)。 

E シップは、基本的に既存の船内機仕様の船をコンバートすることで電化を行うもの

である。具体的には、EVMJ は遊覧船「vibes one」の開発で技術提供を行い、カタマラ

ン(双胴船)に大容量リチウムイオン(120kWh)とモーターを搭載して実証を行った実績が

ある13。船のエンジンは取り外しが容易で、フレキシブルシャフトでモーターとプロペ

ラを繋ぐため、コンバート EV のように、モーターの設置にセンシティブになる必要が

ないことから、導入が容易であるという利点がある。また、船は自動車ほど重量に対し

てセンシティブでないため、高価なリチウムイオンでなくても、安価な鉛蓄電池でも代

用可能とのことである。 

 

13 ちぶりあん沖縄メディア(2015.03.12)石垣島を舞台に電気推進遊覧船「vibes one」の実証開始．

http://www.tibulian.com/2015/03/vibe-2/ 
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図 4-1： E シップの概念図と Eシップの実証遊覧船「vibes one」(出典：EVMJ) 

(2) CIGS フレキシブルソーラー 

一般的な太陽電池は半導体にシリコンが用いられているが、シリコンの代わりに

CIGS(銅、インジウム、ガリウム、セレン)を混ぜ合わせて用いる CIGS 太陽電池が実用

化されている。同技術は、より光を吸収しやすい性質を持っていることから、シリコン

系の太陽光電池の長所を持ちながら、パネルを薄くすることができる14。EVMJ は、曲

面の設置場所にも曲げて設置が可能なCIGSフレキシブルソーラーを取り扱っている(図

4-2)。 

 

14 国立研究開発法人産業技術総合研究所「CIGS太陽電池」https://unit.aist.go.jp/rpd-

envene/PV/ja/about_pv/types/CIGS.html 
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図 4-2： CIGSフレキシブルソーラーの概念図(出典：EVMJ) 

 

CIGS フレキシブルソーラーの主な特徴は以下の通りである。 

 通常のソーラーパネルの 1/3 の薄さ 

 通常のソーラーパネルの 1/6 の重量(表 4-4参照) 

 長寿命(表 4-4参照) 

 高い発電効率(表 4-4 参照) 

 ローコスト(表 4-4参照) 

 自由に折り曲げ、収納可能 

 太陽の位置に応じて角度変更可能 

 温度変化の影響を受けにくい 

 防水構造 

 

一般的な多結晶ソーラーと CIGS フレキシブルソーラーを比較した場合、理論的な

「変換効率」は多結晶ソーラーの方が上だが、年間発電量は同等である。また、シス

テム導入コストもほぼ同等であるが、CIGS フレキシブルソーラーの方が長寿命である

ため、発電した電力を売電した場合の年間平均利益はCIGSフレキシブルソーラーの方

が上になる(表 4-4)。 
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表 4-4：30kW の屋根設置太陽光発電システムの比較(出典：EVMJから抽出) 

項目 多結晶ソーラー 
CIGSフレキシブルソーラー

(2015～2016 年モデル) 

変換効率(％) 16 13 

光吸収効率 1 1.08 

重量(kg/m2) 12 2.5 

設置面積(m2) 284 256 

30kW システムコスト \8,700,000 \8,391,000 

年間発電量 

2,000 h/y x 30kW (kWh) 
60,000 60,000 

システム寿命(年) 20 25 

年間平均利益／20 年 

(買取り価格\36/kWh) 
\1,725,000 \2,280,450 

 

(3) パラオにおける船の登録台数 

現地環境コンサルタント KE+ Environmental(以下、KE)を通じて、MPIIC へパラオに

おける船の登録状況を調査した。把握した情報は以下の通り。 

 65 フィート(約 20m)以上の船は MPIIC が管理している船の登録簿に登録されている。 

 コロールと他の有人離島を結ぶ渡船(主に旅客や貨物用途)も中央政府が管理しており、

50 フィート(約 15m)以上の船が 26 隻登録されている(表 4-5)。 

 モーターボートは、16 の州がそれぞれ登録・管理している。最も多くのボートの登

録数を有しているコロール州では、2022 年実績で 355 件の登録がある。その内訳は、

大半がガソリンエンジンの船外機で、船内外機は 10 件以下である(表 4-6)。 

 ガソリンエンジンの船外機を搭載したボートの多くは、ダイビング等の観光ツアー

または漁師の釣りの用途で用いられており、コロールからサイトまで片道 1 時間以

上かかることから、高速で移動している。 

 

表 4-5：コロールと他の有人離島を結ぶ渡船の仕様一覧(出所：MPIIC) 

 全長(m) エンジン 用途 

1 15.54 YANMAR CO., LTD / 50.2KW X 2 PASSENGER 

2 16.56 TWIN VOLVO D13-800 / 800HP X 2 PASSENGER 

3 16.75 VOLVO D16 / 551KW FISHING 

4 18.2 TWIN YANMAR 6CXBM-GT / 394HP X 2 
PASSENGER 

/CARGO 

5 19.11 TWIN CATERPILLAR CD12 / 526KW X 2 PASSENGER 

6 19.6 MAN / 900HP X 2 PASSENGER 

7 19.9 2 X CATERPILLAR 3406 / 300HP EACH PASSENGER 
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表 4-6：コロール州における 2022 年度のボート登録実績(出所：コロール州政府) 

登録船タイプ 登録件数 

船内機(インボードエンジン) 0 

船外機(アウトボードエンジン) 345+ 

船内外機(インボードエンジン・アウトボードドライブ) 10 以下 

合計 355 

 

(4) パラオにおける E シップのポテンシャル 

既存の船の E シップ化は、バッテリー搭載によるコスト増に加え、航続距離に制限

が生じることから、まだ現実的なレベルとは言えない。実際、先述した遊覧船「vibes 

one」は、120kWh のリチウムイオン電池を搭載しているのも関わらず、フル充電で、

巡航速度 8ノット(時速約 15km)における航行継続時間は約 2時間と限られている 13。 

他方、停泊中や係留中の船は、電源をバッテリーのほか、エンジンの駆動を通した

発電機によって賄っているため、航行していないときでもエンジンを駆動させている

場合が多い。そのような船にCIGSフレキシブルソーラーを搭載して補助電源を供給で

きるようにできると、エンジンの稼働による CO2 排出の削減につながる。エンジンの

リプレイスも含めた Eシップ化はハードルが高いが、CIGSフレキシブルソーラーのみ

/CARGO 

8 20.4 TWIN YANMAR 6CH-WVTE / 255HP EACH 
PASSENGER 

/CARGO 

9 21.28 CUMMINS / 500 BHP FISHING 

10 21.38 TWIN CUMMINS NTA-855 / 480HP CARGO 

12 22.123 2 X DETROIT / 257KW EACH CARGO 

13 22.85 MITSUBISHI S6A3-MPTK / 2 X 477.42KW CARGO 

14 23.05 VOLVO PENTA / 553KW FISHING 

15 27.35 TWIN G.M. / 2 X 170KW PASSENGER 

16 32.22 TWIN CATERPILLAR / 2 X 783 KW PASSENGER 

17 32.3 TWIN CATERPILLAR / 2 X 783.0KW PASSENGER 

18 33.72 YANMAR / 2 X 302KW PASSENGER 

19 34.76 
MITSUBISHI (MHI SAGAMIHARA S6R2-MTK / 2 X 

478KW 
PASSENGER 

20 38.35 TWIN PROPMECH CAT / 330KW X 2 PASSENGER 

21 41.46 MITSUBISHI 6D-22 / 480HP PASSENGER 

22 46.8 CUMMINS / 2 X 477 KW PASSENGER 

23 47 MWM/TDB / 398.0HP EACH X 2 PASSENGER 

24 51.4 AKASAKA DIESEL / 2,698HP PASSENGER 

25 54 CUMMINS / 2 X 316.93KW EACH CARGO 

26 15.54 YANMAR CO., LTD / 50.2KW X 2 PASSENGER 
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を搭載するのであれば、比較的導入が容易だと考えられる。 

 

4.4 電動船外機 

パラオでは、大型船を除き、船外機が広く普及していることから、船外機の電動化の方

が、対象が限られる E シップよりも普及の可能性が高いと考えられる。日本では、ヤマ

ハ発動機株式会社が次世代電動船外機「HARMO(ハルモ)」を発表しているほか、本田技

研工業株式会社も小型電動船外機のコンセプトモデルを発表している。本調査では、ま

ず、WEB検索によって国内外の電動船外機の動向について調査を行い、その上で、ヤマ

ハ発動機にヒアリングを行った。 

(1) 電動船外機の国際的動向 

WEB検索により抽出された電動船外機メーカーと製品の出力レンジを表 4-7 に示し

た。現在、EV車両では、世界中でベンチャー企業を含む新規参入企業が乱立してい

るが、船舶の電動化でも同様な流れが見られ、ヨーロッパを中心に多くの電動船外機

メーカーが乱立している動向が把握できた。全体的な傾向としては、30kW 以上の高

出力(目安として 50 馬力以上)な大型機は少なく、それ未満の小型機が主流のようであ

る。パラオでは、ダイビングサイトまでの遠距離を短時間で航行できるような、大型

の高出力船外機が多く使われている。 

  



 

64 

 

表 4-7：電動船外機メーカーと製品の出力レンジ 

(調査団が WEB検索より作成。2021年 12月現在の情報に基づく) 

 

(2) パラオにおける電動船外機導入の可能性 

ヤマハ発動機へのヒアリング(参考資料 6)によると、造波抵抗が大きい船はスピード

を出して航行するとすぐバッテリーがなくなってしまうため、現状のバッテリーの性

能・コストからすると、実用レベルとなる用途はまだ限られているとのことである。

同社が開発した HARMOは、運河等の静かな内陸水で 10km/h 程度のゆっくりした速

度で航行する前提で造られているため、パラオでの主な用途(海での高速航行)には向

かないと考えられる。また、そのような使用環境だけでなく、再エネ電源インフラが

整っていない国では、電動船外機を導入するメリットが薄れることから、電動船外機

を導入するためには、それらマーケットの条件がそろう必要もあるとのことである。 

これらから勘案すると、マングローブツアーやグラスボートのような、近距離をゆ

っくり航行する用途のボートから順次導入していくことが考えられる。電動船外機は

JCM設備補助事業の対象にはなり得るが、個々の設備の規模が小さいことから、申請

にあたっては一定のロット数が必要になり、あまり現実的ではないと考えられる。 

4.5 洋上太陽光発電 

陸地面積が限られる島嶼国では、陸地での太陽光発電設備の設置に制約があるため、よ

1 5 10 20 30 40 50 60 70 80 90 >100

TORQEEDO Germany https://www.torqeedo.com/

Evoy Norway https://www.evoy.no/

e’dyn Slovenia https://www.edyn-marine.com/

Remigo Slovenia https://remigo.eu/

Mitek Italy https://www.mitekitaly.com/

Huracan Italy https://www.huracanpower.com/

Aquamot Austria https://aquamot.at/

Aquawatt Austria https://www.aquawatt.at/

Krautler Austria http://www.kraeutler.at/

Bellmarine Netherlands https://ecoboats.com.au/products/

Propel Netherlands https://plugboats.com/

Rim Drive Technology Netherlands https://rimdrivetechnology.nl/

Combi Outboards Netherlands https://combi-outboards.com/

Elva Netherlands https://www.elva.nl/buitenboordmotoren/

Electro-Mobile Sweden https://www.electro-mobile.se/

Stream Sweden https://stream-propulsion.com/

E-Tech Poland https://starboats.eu/

Karvin Czech Republic https://www.karvin.eu/

Navigaflex Switzerland https://www.navigaflex.ch/

RAD Propulsion UK https://www.radpropulsion.com/

Flux Marine USA https://www.fluxmarine.com/

Pure Watercraft USA https://www.purewatercraft.com/

Elco USA https://www.elcomotoryachts.com/

Stealth Electric Outboards USA https://www.stealthelectricoutboards.com/

EP Carry USA https://www.electricpaddle.com/

Ray Electric Outboards USA http://rayeo.com/

ePropulsion Technology China https://www.epropulsion.com/

Golden Motor China https://www.goldenmotor.com/

Parsun China http://www.parsunmarine.com/

LGM Korea http://www.lgmarines.com/

Yamaha Japan https://www.yamaha-motor.co.jp/

Oceania EClass Rechargeable BoatsAustralia https://eclassoutboards.com.au/
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り制約が少ない洋上で太陽光発電を行う事例が出始めている。EVMJとの協議を通して、

同社が取り扱っている CIGS フレキシブルソーラーの洋上太陽光発電への適用について提

案があったことから、パラオでの適用可能性について検討を行った。 

(1) 洋上太陽光発電の導入動向 

Swimsol 社(本社：オーストリア)は、2014年に世界初の海上太陽光発電システム

「SolarSea」を発表し、2019 年からモルディブで実用運転を開始している。同社

は、経年劣化の少ない頑強なシステム(寿命約 30年)を構築し、196m2、25kW のユニ

ットからなる浮体ソーラー・プラットホーム(１プラットホーム約 25 世帯分の電力を

供給可能)を構築している(図 4-3)。また、同社はディーゼル発電機とソーラーによる

ハイブリッドシステムにより、50％以上安い電力を供給する PPA 契約システム(初期

投資ゼロで月々の電気代で投資回収を行うファイナンスモデル)も提供している15。 

同様な洋上太陽光発電設備は、アラブ首長国連邦(80kW設備)16、韓国(100MW設

備)17、オランダ(50kW 設備)18など他の国でも導入が進められている。 

これらの事例から、洋上太陽光発電を行うメリットとして、①陸上より広大な場所

がある、②陸上のように土地代や面倒な設置手続きが不要、③海面では遮るものがな

く、海面の反射と冷却効果によって陸上よりも 5～10％多く発電可能、などが挙げら

れている。 

  

図 4-3. Swimsol社がモルディブで提供している洋上太陽光発電システム「SolarSea」 

(出典：Swilmsol15) 

 

15 SolarSea (Swimsol): https://swimsol.com/ 

16 WAYA Media (2020/02/25) MENA’s First Floating Solar Power Plant to Begin Production. https://waya.media/uaes-first-floating-

solar-power-plant-to-begin-production/ 

17 Offshore Energy (2020/07021) Ocean Sun lands floating solar deal in South Korea. https://www.offshore-energy.biz/ocean-sun-

lands-floating-solar-deal-in-south-korea/ 

18 Oceans of Energy (North Sea 1): https://oceansofenergy.blue/north-sea-1/ 
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(2) CIGS フレキシブルソーラーを使った洋上太陽光発電コンセプト 

EVMJでは、折り畳み可能な CIGS フレキシブルソーラーを提供している。これに

より、一定の傾斜角を付けることにより、水平設置よりも、より長い時間集光が可能

になるとともに、水しぶきを被っても(表面はフッ素加工されていることから)水はけ

がよくなると考えられる。また、パネル自体が軽いことから、浮体プラットホームの

構造・強度を簡素化でき、コスト削減も期待できる。 

洋上太陽光発電では、発電した電力を陸上のグリッドに供給するために海底ケーブ

ルを敷設するのが一般的であり、周辺環境や岸からの距離によっては、ケーブル敷設

ができない、あるいはコスト増につながることが懸念される。そこで、オプションと

して、バッテリーを積んだ船(バッテリー船)を 2艘用意し、1 日に 1回夕方に、充電

済みのバッテリー船と放電済みのバッテリー船を交換(船で牽引)することによって、

ケーブルの敷設に伴う課題解決ができると考えられる。バッテリー船は重量にセンシ

ティブではないため、安価な鉛蓄電池の活用も可能だと考えられる(図 4-4)。 

(3) パラオにおける導入可能性 

有人離島等において、輸入化石燃料に依存しているディーゼル発電機による発電に

代わって、洋上太陽光発電設備と、陸上のバックアップ電源(太陽光発電＋バッテリ

ー)と合わせることにより、電源の再エネ化ができないか検討を行った(図 4-5)。しか

し、パラオはモルディブほど土地に困っていないことや、既にいくつかの有人離島で

再エネ導入の事業が進んでいることなどから(参考資料 6)、ニーズは限られると考えら

れた。 

 

図 4-4：洋上太陽光発電における海底ケーブルを介した送電オプション(上)と 

バッテリー船の交換による送電オプション(下)の概念図 
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図 4-5：離島に洋上太陽光発電の導入にした場合の期待効果の概念図 

 

4.6 鉛蓄電池の再生・利用 

今回の調査で検討を行った洋上太陽光発電や船舶の電化では、蓄電池が課題になった

が、高価でリサイクルが難しいリチウムイオン電池の代わりに、広く普及している鉛蓄電

池で代用できる可能性が示唆されたため、鉛蓄電池の再生技術について調査を行った。 

(1) 鉛蓄電池再生技術 

使用を重ねた鉛蓄電池では、マイナス極板表面が結晶化して充電機能が衰えるサル

フェーション現象が起きる。このサルフェーションを解消すれば充電能力は復活する

ため、パルス電流を流す方法や化学的に分解する方法等が知られている。WEB 検索を

通して、様々なバッテリー再生技術が見いだされたが、その中から、①既に事業化さ

れていること、②信頼できる大手企業が関わっていること、③途上国でも導入されて

いること、の 3つの条件を満たす技術を探した。 

その結果、株式会社アール・イー・コンサルティングが開発した特許技術(鉛蓄電池

再生装置：SOTO WW1)がこれらの条件を満たすと考えられた。同技術は株式会社イ

グアスが国内での独占販売契約を交わしており、フォークリフト用バッテリー復元サ

ービス「MOTTA」を提供している。また、出光エナジーソリューションズ株式会社は、

イグアスと提携し、再生鉛蓄電池を活用した低コスト蓄エネソリューション「ReBS-

レブス」の実証試験を開始している。海外事業は株式会社アール・イー・コンサルテ
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ィングが継続しており、グリッド電源が不安定な途上国の携帯基地局のバックアップ

電源(鉛蓄電池)の再生を手掛けている。そこで、株式会社イグアスにヒアリングを行

った(参考資料 6)。 

同技術は、鉛蓄電池内に特殊な波形の電流を流してサルフェーションを分解するも

ので、多種多様な鉛蓄電池に対応可能とのことである。ただし、再生プロセスには電

力を使うため、一定の安定電力がある場所であることが条件になるということと、構

造劣化が懸念されるため、構造が弱い海外製のバッテリーなどは要注意とのことであ

る。また、再生プロセスの安全性についても、適切な手順で行えば途上国でも心配い

らないとのことであった。 

(2) パラオにおける鉛蓄電池の実態 

KE を通じた情報収集及びパラオ環境保護局(EQPB)へのヒアリング(参考資料 4)を通

じて把握した鉛蓄電池の利用実態は以下の通り。 

 鉛蓄電池は主に米国、日本、台湾から輸入されている。 

 その他、日本から輸入される中古自動車(協和海運株式会社が運営している定期貨

物船で月 1回 30台程度を輸入)に付属している中古鉛蓄電池も入ってくる。 

 鉛蓄電池を輸入しているのは主に以下の 2 社で、2021 年単年で約 9,000 個の鉛蓄

電池の輸入実績があった。 

➢ Surangel & Sons Company：約 4,800個 

➢ Western Caroline Trading Company：約 4,200個 

 EQPB は、バッテリーを含む有害廃棄物の管理を所管しており、鉛蓄電池の不法

投棄を抑制し、リサイクルを促進するために、使用済みの鉛蓄電池を有価で引き

取る買取保証システムを導入している。EQPB の規則19にも鉛蓄電池の回収義務

が明記されている。 

 買取保証価格は、従来は大きさや状態に関わらず 1 個につき 1 ドルだったが、現

在は 1 個につき 2 ドルで回収されている。バッテリーの回収所は M-Dock に設置

されているほか、他のスクラップ業者等に持ち込んでも同じ値段で引き取られる。 

 中古鉛蓄電池は有価での買取保証があるため、不法投棄する人は少なく、大方が

回収されていると考えられている。 

 回収された鉛蓄電池は、業者を通じて海外へ輸出されてリサイクルされている。

平均して、3 カ月に 1 回、20 フィート・コンテナ 1 つに約 1,500 個の中古鉛蓄電

 

19 Chapter 2401-31 SOLID WASTE MANAGEMENT REGULATIONS: https://www.palaugov.pw/wp-

content/uploads/2021/11/Chapter-2401-31_Solid-Waste-Regulations.pdf 
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池が格納されて海外に輸出されている。 

(3) パラオにおける鉛蓄電池再生技術の導入可能性 

使用済みの鉛蓄電池の買取保証制度が既に整備されていることから、鉛蓄電池の再

生技術を導入できると、さらに、蓄電池の使用寿命を延ばすことができ、利用者の経

済的負担の軽減のほか、輸送に伴う GHG 排出量の削減、太陽光発電の定置蓄電池の

確保が容易になるなどといったメリットが期待できる。特に、グリッド電力が供給さ

れていない離島などの地域において、太陽光発電モジュールで発電した電力を貯める

定置蓄電池として活用し、バッテリーの再生システムとセットで提供することが考え

られる(図 4-6)。 

他方、技術の導入にあたっては、事業性の確保(ファイナンス)、安全性の確保、オ

ペレーターの能力育成、再生対象となるバッテリーの検査体制と判断基準の確立、再

生を促す制度の整備など、様々な課題をクリアする必要がある。 

JCM 設備補助事業では、「エネルギー起源 CO2 を含む GHG 排出削減に直接寄与す

る設備」である必要があり、当該設備は「直接」の GHG 排出削減には貢献しないた

め、対象にならないと考えられる。 

 

 

図 4-6：オフグリッド地域等における太陽光発電と鉛蓄電池の定置蓄電池利用及び蓄電池

の再生システムをセットで提供した自家発電システムの概念図 

 

4.7 海洋温度差発電 

パラオエネルギー管理局とのヒアリング(参考資料 6)から、アンガウル島(またはペリリ
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ュー島)での海洋温度差発電(OTEC)の導入に関心が示されたことから、同技術の導入可能

性について検討した。 

(1) OTEC技術 

OTEC は、温かい表層水と深海の冷たい深層水(水深 600～1,000m に存在する 1～

7℃程度の海水)との温度差を利用する発電技術で、太陽光発電や風力発電のような変

動が少なく、安定したエネルギー源であるため(設備稼働率は約 90％)、ベース電源と

して活用が可能である。OTEC の経済性を成立させるためには、表層海水と深層海水

との温度差が年間平均で 20℃以上あることが必要とされている20,21。 

日本では、沖縄県久米島に 50kW の実証プラント(沖縄県海洋温度差発電実証試験設

備)が 2013 年から稼働している22。また、日本国内では佐賀大学海洋エネルギー研究

センターが OTEC の研究を中心的に行っており、同機関は 2001 年 4 月にパラオと学

術研究交流の覚書を交わしている23。 

(2) 導入環境 

ペリリュー島とアンガウル島は、パラオ諸島の南端に位置し、いずれもコロールか

ら定期渡船が運行している。人口はペリリュー島 484 人、アンガウル島 119 人(2015

年センサス24)と、有人離島の中では比較的人口規模が大きい島である。 

ペリリュー島では、韓国エネルギー公団(Korea Energy Agency、KEA)の支援を受け

て、韓国の One Energy Island Co. Ltd 社が、PPUC と、パラオにおける再エネ導入促

進に関する MOU を締結し、2019 年より調査・実証を行っている。ペリリュー島は、

現在ディーゼル発電機 2.2MW、太陽光発電システム 164kW で電力供給を行っており、

同調査では、既存電源を有効活用しつつ、再エネ導入を含む最適化に取り組んでいる

 

20 株式会社ゼネシス「海洋温度差発電」http://www.xenesys.com/products/otec.html 

21 NEDO (2010) NEDO再生可能エネルギー技術白書「海洋温度差発電の技術の現状とロードマップ」

https://www.nedo.go.jp/library/ne_hakusyo_2010_index.html 

22 沖縄県海洋温度差発電実証試験設備: http://otecokinawa.com/ 

23 佐賀大学海洋エネルギー研究センター: https://www.ioes.saga-u.ac.jp/jp/ 

24 Office of Planning and Statistics (2015) 2015 Census of population, housing and agriculture for the Republic of 

Palau. https://www.palaugov.pw/wp-content/uploads/2017/02/2015-Census-of-Population-Housing-Agriculture-.pdf 
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25 , 26。他方、アンガウル島については、未だに再エネ導入等の事業はないとのことで

ある。 

両島は、沿岸から切り立った斜面が水深 1,000m 以上まで降下している特殊な地形

を有している。パラオ海域における表層海水温は、年間 27.5～30℃と安定しており、

表層海水温が 30℃の場合、水深 180m ぐらいで約 17℃まで下がるとされている27。国

内で実証事業が行われている久米島の表層海水温は 22～29℃と季節差が大きく、水深

200m の水温は年間を通じて約 20℃である28ことから比べても、アンガウル島とペリ

リュー島が OTECの導入条件として適していることが伺える。 

(3) 実現可能性 

一般家庭の使用電力を 1 日で約 10kWh(1 年間で約 3,600kWh)、設備利用率 80％と

仮定すると、久米島と同じ出力 50kW のプラントの場合、約 97 世帯分、出力 100kW

のプラントで約 194 世帯分の電力相当になる。アンガウル島、ペリリュー島ともに人

口が少なく、夜間の電力需要が限られることを考慮に入れると、50～100kW 程度の小

規模実証プラントが現実的だと思われる。しかし、プラント規模とコストは反比例し、

1MW級のプラントで約 50円／kWh程度とされている(表 4-8)。パラオの電力料金が約

36 円／kWh(商業、政府施設)11 であることからすると、さらに小さな小規模プラント

では経済的に成り立たないと考えらえる。また、電力需要や海洋深層水の利活用など

の点からすると、より人口規模が大きなペリリュー島で導入した方が有利であるが、

同島では既に韓国企業が再エネ導入事業に取り組んでいることから、それとのバッテ

ィングも懸念される。そのため、これらを総合的に考慮しての検討が必要である。 

 

表 4-8：海洋温度差発電の発電コスト目安(出典：NEDO29) 

 

25 PPUC (2019) PPUC signed a Memorandum of Understanding (MOU) with One Energy Island Co. Ltd: 

https://www.facebook.com/palaupuc/posts/ppuc-signed-a-memorandum-of-understanding-mou-with-one-energy-

island-co-ltd-oei-/293494101225289/ 

26 Korea Energy Agency (2019) The Feasibility Study of Micro-grid Project at South Pacific Island Countries and 

Territories (PICTs). 

27 Colin P.L. (2009) Marine Environments of Palau. Coral Reef Research Foundation. 

28 久米島町(2017)久米島海洋深層水複合利用基本調査報告書: 

https://www.town.kumejima.okinawa.jp/docs/eepocean_water_inspection_slip/ 

29 NEDO(2014)NEDO 再生可能エネルギー技術白書 第 2版：https://www.nedo.go.jp/library/ne_hakusyo_index.html 
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プラント規模 コスト 

数 100kW 以下 未試算 

1MW 50 円／kWh程度 

5MW 30.4～45.7 円／kWh程度 

10MW 20 円／kWh程度 

100MW 10 円／kWh程度 

 

4.8 ファイナンス 

パラオでは、COVID-19の影響で観光客の往来が途絶え、観光収入に依存した経済は深

刻な打撃を受けている。観光客の往来がいつ再開するか見通しが立たない中では、JCM設

備補助事業で一定の補助を受けられたとしても、残る初期設備投資を負担する財力がない

機関が多い。そこで、金融機関の介入によって、現地事業者の初期負担額を少なくし、分

割払いによって返済していくファイナンスの可能性について調査・検討を行った。特に、

日本からクロスボーダーでファイナンスを行う可能性について、JCM設備補助事業や

JCMエコリース等で多くの実績がある東京センチュリー株式会社にヒアリングを行った

(参考資料 6)。 

(1) JCMにおける分割払いスキーム 

JCM 設備補助事業では、2017 年にリースを活用した事業の制限緩和が行われた。

このスキームは、日本のリース会社が代表事業者になり、同社の現地子会社が設備を

保有しつつリースを行うものである。また、2019 年にはクロスボーダー延払の制限緩

和が行われた。このスキームは、リース会社がパートナー国に存在しない場合でも、

国境をまたいで分割払いによる売買ができるようにしたもので、日本のリース会社等

が代表事業者になり、日本あるいは第三国(リース会社等の代表事業者の第三国現地法

人を想定)からクロスボーダーで延払貿易を行うものである30。 

(2) パラオにおける適用可能性 

パラオでは、日本のリース会社の支店は確認できなかったことから、クロスボーダ

ー延払の可能性を検討した。ヒアリングの結果、日本の親会社を通して現地の子会社

に設備を納入する場合であれば、日本の親会社のコーポレート・リスクを取ってクロ

 

30 GEC(2021)令和３年度から令和５年度 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 公募要領 

https://gec.jp/jcm/jp/kobo/r03/mp/jcmsbsdR3_koboyoryo.pdf 
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スボーダー延払を行うことは可能とのことである(図 4-7 上)。また、現地会社(国営企

業を想定)に対してドル建てでクロスボーダー延払をすることも可能であるが(図 4-7

下)、現地企業の与信が取れるかどうかが課題とのことであった。特に、途上国の場合、

行政機関や国営企業だからといって格付けが高いわけではないため、注意が必要との

ことである。具体的な設備導入と JCM設備補助事業への申請の可能性が出てきたら、

これらのファイナンススキームも選択肢に入れて検討が必要である。 

 

 

 

図 4-7：パラオで想定されるクロスボーダー延払を使った JCM設備補助事業のファイナ国

営企業に設備を導入するケース(下) 

  

日本 パラオ

代表事業者
（金融機関）

GEC

親会社 現地子会社

設備メーカー
コンサルタン

ト

延払販売

設備代
金支払

設備納入

補助金
交付 モニタリング

延払支払
モニタリング

収益
モニタリング

国際コンソーシアム

（設備所有権）

日本 パラオ

代表事業者
（金融機関）

GEC

国営企業

設備メーカー

設備代金支払

設備納入

補助金
交付

モニタ
リング

延払支払
モニタリング

国際コンソーシアム

延払販売

（設備所有権）

コンサルタン
ト
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第５章 更なる都市間連携の強化に向けた検討 

都市間連携の更なる強化を図ることは、優れた脱炭素技術の直接的な導入展開は勿論、

他にも現地の政策的課題の解消や緩和への貢献も期待される。脱炭素ドミノの拡大を図る

ことは我が国・北九州市の優れた技術移転の機会創出にもなることからコロール州の現状

の政策的な取り組みや課題について調査検討を行った。 

5.1 コロール州の脱炭素に向けた取り組みと支援ニーズ 

パラオ共和国全体では再エネ導入目標やエネルギー部門の温室効果ガス排出量の削減目

標を掲げている。コロール州にヒアリングを行ったところ現状については以下の回答が寄

せられた。 

表 5-1：コロール州の脱炭素に向けた現状の取り組み状況 

項目 内容 

脱炭素の目標設定 明確な目標設定は存在しない 

具体的な削減活動計画 明確な計画は存在しない 

現状行っている取り組み 廃棄物分野を中心に以下のような活動を推進 

⚫ コンポスト 

⚫ 飲料容器のリサイクル 

⚫ 廃プラスチックの油化によるエネルギー利用 

課題(政策的) 以下の点を課題として感じている 

⚫ 現状の温室効果ガス排出量の把握が出来ていない 

⚫ 上記記載の具体的取り組みにおける削減量について

も把握が出来ていない 

削減に取り組む重要領域 以下の分野を重要視している 

⚫ 交通渋滞を含めた運輸部門の排出削減は優先課題 

⚫ 民生(家庭/業務)部門 

⚫ ホテル/リゾート 

⚫ 発電事業 

⚫ 廃棄物処理分野 

上記のような結果となった。現状、把握がままならないので削減の施策についても効果

的な検討が出来ていない状況である。パラオは系統電力が脆弱なことも有り、ホテル等の

多くは系統電力を使用せず自家発電のみという施設も多い。これらの点からエネルギー消

費量、特に電力消費量についての把握が追いにくい点が推察されるが、現状課題となって

いる。 

これらの点を踏まえて現地側からの期待として以下の点が寄せられた。 

⚫ 州における温室効果ガス排出量の把握、評価 
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⚫ 評価結果を基にした排出削減に向けた州への提案 

コロール州から寄せられた課題は今後の脱炭素に向けた施策を検討するうえでの基本

となる事項でもあることからその重要性は高く、次年度の本事業での支援の枠組みを検

討していきたい。 

 

5.2 コロール州の SDGs達成に向けた取り組みと支援ニーズ 

北九州市は内閣府が選定する SDGs 未来都市へ最初期に選定されており、更に OECD

の「SDGs推進に向けた世界のモデル都市」にも選定された。この経験を基にした連携の

意向はコロール州から当初から寄せられているが、まずは現状の州の SDGs 達成に向けた

目標設定や活動状況について調査検討を行った。 

表 5-2：コロール州の SDGs 達成に向けた現状の取り組み状況 

項目 内容 

SDGsの目標設定 明確な目標設定は存在しないが、以下のゴール達成に力

を入れている。(ゴール 6・7・8・9・11・13・14・15・
17) 

 
SDGsの具体的活動計画 明確な計画は存在しない 

現状行っている取り組み 廃棄物分野を中心に以下のような活動を推進 

⚫ リサイクル活動(コンポスト/飲料容器リサイクル/廃プ

ラシックの油化エネルギー利用) 

⚫ 統合的な廃棄物管理(Urban Grower’s Program) 

⚫ 海洋環境保全 

⚫ 生物多様性保護 

 
課題(政策的) 以下の点を課題として感じている 

⚫ 資金に限りがあることにより上記優先順位の高い分

野の活動(交通・海洋保全・廃棄物管理・農業・発電)

にしか取り組むことが難しい 

上記のような結果となった。現状、国が推進する SDGs達成に向けた優先度に応じて

個々の具体的活動ベースで SDGs 達成に取り組んでいる状況である。 
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これらの点を踏まえて現地側からの期待として以下の点が寄せられた。 

⚫ SDGs達成に向けた日本の都市の取り組み紹介 

⚫ コロール州における SDGs 達成に向けた計画づくりの支援 

⚫ 固形廃棄物管理/交通/発電の分野における共同プロジェクトの実施(本事業も該当)  

コロール州からは計画づくりの希望が寄せられている。脱炭素施策と SDGs 達成に向

けた活動は親和性が高いことからもこちらも重要性は高く、次年度の本事業での支援の

枠組みを検討していきたい。 
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第６章 ワークショップ・国際会議・セミナー参加等 

本調査に関する内容の共有及び意見交換を行う機会として、現地ステークホルダーとの

ワークショップをオンラインで開催した。ワークショップには、コロール州、北九州市、

JICAパラオ事務所、現地カウンターパートらが参加した。 

その他、コロール州廃棄物管理事務所とはインターナル・ミーティングを採択後、別途

数回開催している。 

また、2021 年 2 月にパラオにおいて開催が予定されていたアワ・オーシャン会合(Our 

Ocean Conference/OOC)において本事業の情報発信／PR を行うこと予定していたが、

COVID-19の影響を受けて 2022 年 4月 16日の開催に延期となった。 

6.1 現地とのワークショップ(議事録) 

日時： 2022年 3 月 1日、14：00～15：30 

場所： Zoom(オンライン) 

参加者： コロール州廃棄物管理局： 藤 勝男、Selby P. Etibek 

     北九州市： 有田 雄一、永原 達朗、森 直子 

     Palau International Airport Corporation(PIAC)：吉田 学 

     JICA パラオ事務所： 佐上 裕俊 

     株式会社 ATGREEN： 冨永聖哉、小泉 翔、旅 直之 

     公益財団法人地球環境戦略研究機関： 日比野浩平 

1. プロジェクトの調査結果概要 

(1) EV 車両の導入調査(観光分野、廃棄物分野)(ATGREEN：冨永聖哉)(参考資料 7) 

今年度行った観光用 EV 車両(送迎バス、観光用軽車両)と EV 廃棄物運搬パッカ

ー車の導入に関する実現可能性調査について説明。急速充電器、バッテリー・コ

ンテナも合わせて検討を行った。 

(2) その他低炭素技術の可能性調査(IGES：日比野浩平)(参考資料 7) 

EV以外の低炭素化候補案件の発掘調査を実施した。今年度は、ホテルにおける

省エネ設備導入、船舶の電動化、洋上太陽光発電、鉛蓄電池の再生技術、海洋温

度差発電、延払ファイナンスについて調査を行った。 

 

2. 質疑応答 

 バッテリー・コンテナを他の場所に移動させることについてはメリットを感じて

いる。反面、移動させるためにはトレーラーが必要で、トレーラーを保有してい

ない点が課題。トレーラーのレンタル料は高い。(コロール州) 
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➢ 事情について承知した。(ATGREEN) 

 廃タイヤの処理プロセスについて確認したい。(コロール州) 

➢ 廃タイヤの処理はあくまで構想段階であり、まだ実現の見通しは立っていな

い。(IGES) 

 パラオ政府から公共交通について関心を寄せられているため、来年から技術協力

プロジェクトとして開始予定で、今年から事前調査を開始する。国土交通省も公

共交通に関する調査をパラオで検討している。また、民間連携事業で離島での小

型電動車両のシステム調査を早ければ今年から開始することが決まっている。

(JICA) 

➢ 情報提供に感謝。マスタープランに電動車両や FCV も盛り込まれる予定か？

(ATGREEN) 

➢ EV 等については公共施設・産業・商業省(MPIIC)も関心を持っており、マス

タープランにも入る検討が進められている。(JICA) 

➢ 現状、EV を導入した場合のメンテナンスが課題となっているが、JICA でメ

ンテナンスの人材育成を支援することは可能か？(ATGREEN) 

➢ JICA では様々な研修をやっており、気候変動対策の研修のほか、EV 研修も

あったと思う。それらの活用が考えられる。(JICA) 

 JICA パラオ事務所では、昨年末から、ホテル、病院、デパート等を対象に、省エ

ネの可能性を調査している。パラオは工場がないため、こういったビルの省エネ

(空調、照明、ヒーター／ボイラー等)が効果的だと考えている。LED 化は進んで

はいるが、まだ 100％にはなっていない。特に、病院等のセントラル型の空調設

備は老朽化しているため、空調設備の更新による省エネ効果は大きいと考えてい

る。また、パラオの大型ホテルでは、グリッド電力が不安定であるため、ディー

ゼル発電機で自家発電を行っているところが多いのも特徴である。個々の案件は

小さいかもしれないが、束ねれば JCMの可能性も出て来るのではないかと考えて

いる。一緒に検討を行っている PPUC等の関係者を紹介できるので、JCMの案件

形成を検討してもらいたい。(JICA) 

➢ 情報提供に感謝。昨年度、今年度ともに現地渡航が全くできていないので、

現地情報が不足しているため、こういった情報は有難い。来年度以降調査を

するにあたって関係者を紹介してもらえると有難い。(IGES) 

3. 北九州市の SDGs 及び脱炭素化の取組(北九州市：森 直子) (参考資料 7) 

北九州市の公害克服の経験、脱炭素化に向けた取組、国際協力について紹介。 

4. 質疑応答 

 特になし。 
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図 6-1：ワークショップの様子(オンライン) 

 

6.2 Our Ocean 

Our Ocean Conference は、世界各国の首脳を含む代表や国際機関、研究機関、NPO の

代表等が一堂に会し、海洋に関する課題について協議を行い、自らのコミットメントを発

表する国際会議で、2014 年の第 1 回会合(於：アメリカ)で開催されて以降、毎年開催され

てきた。パラオ国政府は、島嶼国の代表として同会合にコミットしてきており、第 7 回会

合を 2020年 8 月 17 日・18 日にパラオでホスト開催することを表明した31。 

昨年度の本業務では、Our Ocean 会合に参加してサイドイベントを開催するため、企画

申請書を提出していた。また、サイドイベントと合わせて、新規コミットメント「コロー

ル州の旧最終処分場(M-Dock)における廃棄物の分別・集積・保管施設の建設：資源循環型

社会を構築する基盤として」(Development of Transportation Station at the former landfill 

site (M-Dock) in Koror State: As an important base for building a resource circulation society)

を、コロール州、アミタ株式会社、北九州市の三機関の共同提案で提出していた32。しか

し、COVID-19の世界的な蔓延を受けて、2020年 12月 7日・8日に開催が延期され、その

後も状況の改善が見られないことから、さらに 1年以上の延期が決まっていた。 

 

31 7th Our Ocean Conference: https://www.ourocean2020.pw/ 

32 株式会社 ATGREEN(2021)令和２年度脱炭素社会実現のための都市間連携事業委託業務(パラオ共和国コロール州に

おける EV 車両導入を通じた脱炭素化促進およびコ・ベネフィット創出事業〔北九州市－コロール州連携事業〕報告

書．環境省． 
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今年度は、現地調査と合わせて渡航し、現地でサイドイベントを開催するとともに、昨

年度提出したコミットメントを再提出する予定で準備していたが、2022 年 2 月 16 日・17

日に開催が予定されていた会合は、COVID-19 の影響でさらに延期が決定し、2022 年 2 月

末日現在では、2022 年 4 月 13 日・14 日の現地開催(物理的開催)が予定されている。これ

は本調査の業務期間外に当たるとともに、オンライン開催の可能性は言及されていないこ

とから、参加を断念せざるを得ない状況となった。 

  



令和３年度環境省委託事業 
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京都市役所・京阪バス様訪問調査レポート 

2022年 1月 27日 

株式会社ATGREEN 

 

京都市役所 環境政策局 地球温暖化対策室 脱炭素モビリティ推進係長 新島 智之 様 

京都市役所 環境政策局 地球温暖化対策室 エネルギー事業推進担当 谷口 友哉 様 

京阪バス株式会社 ICT事業部 ICT推進部兼経営企画室 課長 大久保 園明 様 

京阪バス株式会社 ICT事業部 課長 吉村 潔 様 

関西電力株式会社ソリューション本部  

開発部門 eモビリティ事業グループ 副長 中川 貴文 様、北垣 佑芽乃 様 

北九州市 環境局 環境国際経済部 国際連携推進担当課長 有田 雄一 様 

国際連携推進係 係長  永原 達朗 様 

国際連携推進係 主任  森 直子 様 

株式会社ATGREEN シニアマネージャー 冨永 聖哉 

 

〇走行している EV バスについて(京阪バス様から) 

・導入バスは 4台 

・バッテリーは 105kWh 

・100Vコンセント搭載 

・USB端子は車内各所に搭載 

・非常時は家庭 12軒分相当の容量に相当 

・バッテリーは基本後部である為、低床、高天井な設計にしやすい 

・走行可能距離について冬は暖房による影響を受ける 

・下り時に回生エネルギーを活用して充電できる為、坂道は想像より苦としていない印象。 

・路面バスはこれらの観点から EVには適していると考える 

・走行距離については一番影響を受けるのは渋滞によるものである 

・渋滞時でも航続距離として 150㎞程度は確実に見込めている状況(メーカー公表値は 200㎞) 

・年間のエネルギーコストは 1/３程度になることを想定している 

・音は全般的に静かで住宅街などの走行にも適している。全く音がしないとなるとそれはそれで問題となるが、

モーター稼働音は出ており、走行していることに気が付かないというケースは少ないと考えられる。 
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バス横景 バス後部 

  

USB端子を全席に装備 右下に 100Vコンセント 

 

〇国内外の EV車両メーカーについて 

・まず、日本メーカーと海外メーカー間での価格差が大きい。 

・BYD はメンテナンス体制も力を入れている。彼らは 48 時間ルールと呼んでいるが、根本的な故障(心臓部)

以外については基本的に 48 時間以内に対応できる体制を構築している。日本法人も有り、日本人スタッフ

が在籍していることも大きい。 

・機能面は一長一短な部分もある。だが、BYD も欧州への豊富な導入実績を含めて水準は高く、何よりも 10

年に及び海外での EVバス運航実績を豊富に保有している点は強みであると感じる。 

 

〇充電設備及びエネマネについて(京阪バス洛南営業所) 

・50kWのツインソケットタイプが２基(同時充電は出来ない) 

・単純に 2 台を動かせばいいという問題ではなく、消費電力の問題があり調整が必要。そうしないと基本契約

が上がってしまい、電気料金が大きく上昇してしまう。 

・営業所の建屋の消費電力が 44kW、充電器が各 50kW なので単純合算では 144kW になってしまう。実際

の運用では電気料金も考慮して 80kW となるようにエネマネを行っている。これは今後国内で商用 EV の充

電ステーションが増える上で問題となる点と考えている。(受変電設備を通る関係で契約は別々にならない) 

・別途新たに 6kW の EV 放電用のパワーステーションを導入した。V2B として災害時利用や運休時などに調

整利用することを想定している。 



参考資料２ 

96 

 

・バスの出庫を管理した充電のアルゴリズム設定が重要でソフトウェアの更新を行っていく必要がある。 

・バッテリーの状態管理、制御を上手く行うことが重要で、ここができればバッテリーの寿命を延ばしながら

使用することが期待される。 

・バッテリー交換は数百万円で可能とは聞いている。 

・充電をしながら、建屋全体のエネルギー利用との利用エネルギーバランスとバッテリーとしての最適な充電

方式を両立させていくことが重要。 

・EV バッテリーは一般的にセル間の容量のばらつきが発生してしまい、このばらつきの中で最大の容量値を示

すセルをベースに充電率を表示してしまう。このバランスを整える最適化を行うことが重要となる。実際最

適化を行うことで期待している走行可能距離を出せるようになっている。(作成者追記：おそらくアクティブ

バランス調整を指す) 

・関西電力様とはこれらの効率的な EV バスステーションのエネルギー管理モデルの構築について連携を行っ

ている。 

・ディーゼルの発電機を非常用電源として保有している。 

・最終的には、EV が増えれば増えるほど EV、エネマネ、人の動きの 3 つを連動させた充電と配車のシステム

が必要になってくる。これらを車両 ID と紐づけて管理していくことが必要と考える。(BYD はこのデータを

取ることが出来ない) 

  

50kW 充電器 放電設備(V2O) 

 
 

2台目の充電予約が可能 CHAdeMO方式充電(横は BYD方式) 

〇関西電力様での協議 

＜京都市様の取り組み＞ 



参考資料２ 

97 

 

・「京都市自動車環境対策計画」(以下、前計画と記載)は 2011～2020年(2021年 3月まで)が対象期間。 

・その後の交通分野の脱炭素施策は「京都市地球温暖化対策計画」(以下、現計画)にて引き継いでいる(2030

年度まで) 

・前計画では公害と低炭素が主のテーマであった 

・重点施策については 10 のテーマがあり、「次世代 EV 京都プロジェクトの推進」において観光に立脚した環

境モデル都市として次世代自動車の普及政策を検討してきた 

・その中で三菱重工業と EVバスの実用化に向けた協定を調印し、実証事業に取り組んだ 

・上記実証事業では、同じ走行条件のディーゼル車と比較して 40％程度の排出量を削減することが出来た。 

・関係者からのコメントによる成果としては、脱炭素は勿論、コ・ベネフィットの効果(排ガス・静音等)が挙げ

られる。 

・コメントから寄せられた課題としては、電池の大容量化とサイズ小型化、多数導入するには充電も含めた運

行の前提条件を大きく見直す必要性等が挙げられた。 

・その後、本格導入を検討するうえでネックとなったのがバッテリー容量と車両価格になった。(半分以下の容

量で価格が大きく高い) 

・現計画では GHG 削減目標を 2030 年に 2013 年比マイナス 40％以上、2050 年は実質ゼロを掲げてい

る。更に 2021年 9月には市長が 2030年目標についてマイナス 46％を目指すとした。 

・現在は EV バイクのバッテリーシェアリング事業の取り組みや次世代教育、ライトアップイベント等普及啓

発の取り組みを推進している。 

・今後市営バスに EV を導入していくうえでの課題となるのは、EV バスの性能に起因する部分よりも、付随す

る領域(配車システム・エネマネ)等の部分となっている。 

・特に市営バスのような多くのバスを保有する組織が EV を複数台導入するうえでは配車、充電、エネマネを

含めた総合的な運行システムを再考していく必要がある点が今後の課題である。 

 

＜京阪バス様の取り組み＞ 

▼EVバス関連 

※ここまででお聞き出来なかったことを中心にコメント頂く 

・導入した EVバスエネルギーコストは机上計算では EV40万/年、ディーゼルは 143万円/年 

・CO2削減見込量は 38.8t-CO2/台・年、4台で 155.2t t-CO2/年 

・メンテナンスについて基本は整備を行うグループ会社にて対応している。ノウハウを蓄積していき、他社の

EVを受け入れていくことなども視野に入れていく。 

・その他は調査票記載事項の通り。 

 

 

＜関西電力様の取り組み＞ 

・eモビリティビジョンの実現に向けた取り組みの一環として EVインフラの整備に取り組んでおり、京阪バス
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様との連携を行っている 

・本ビジョンは、脱炭素化・分散化・デジタル化が大きなコア 

・デマンド＋サプライサイド双方でのゼロ・カーボンを目指す(水素活用等も視野に入れている) 

・車載電池はエネルギーとモビリティの双方に貢献。自動車だけでなく、空飛ぶ車両、バス、船なども視野に

入っている 

 

＜その他意見交換_京阪バス様中心＞ 

・これらを推進するうえでの重要な要素は、環境性(脱炭素)・経済性(EMS・運行コスト)・BCP(充放電)の3側

面 

・EVの電力コストは基本料金、従量料金、工事、リース費用などがベースになっている 

・ブラックアウトスタートについても検討していきたい(費用が別途出る) 

・EV導入に際してはやはりメンテナンスが重要。 

・自社グループでメンテナンスができる体制を作ることで他社や京都市交通局のバスをメンテナンスしていく

ような体制を構築していきたい。この中でメーカーの 48時間ルールが重要だと考えている。 

以上 
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The following is a “Summary Report” for the above mentioned project. It sums up the answers to inquiries 

made through the provided hearing questionnaire. 

 

Hearing Conductor: KE+ Environmental Consulting Service on behalf of  

   ATGREEN Co., Ltd. 

 

Respondents: - Mr. Katsuo Fuji, Consultant, Solid Waste Management,  

Department of Public Works, Koror State Government 

 - Mr. Selby Etibek, Manager, Solid Waste Management,  

Department of Public Works, Koror State Government 

- Palau Public Utilities Corporation 

- Koror State Department of Conservation & Law Enforcement 

- Mr. Keefe Techitong, Bureau of Commercial Development, Ministry of Public 

Infrastructure & Industries 

- Environmental Quality Protection Board Office 

- Surangel & Sons Comapy 

- Western Caroline Trading Company 

    

“Summary Report” 

 

Primarily a total of three (3) individuals were interviewed face to face and three (3) public offices and two 

(2) private companies were contacted through telephone interviews during the survey. 

 

In the cases of 1) Introduction of EV vehicles for waste collection and transportation and 2) Climate 

Change measures and promotion of the SDG’s in Koror State, Mr. Katsuo Fuji and Mr. Selby Etibek 

from Koror State Solid Waste Management were the primary respondents. Interviews covered a period of 2 

days, from February 15 to February 16, 2022 and a single day follow-up was conducted on February 18, 

2022 at the Koror State Recycling Center in M-Dock, Koror.  

 

In the case of Other potential projects for carbon free society, the respondents were as follows: Theme 1: 

LED Street lighting- Palau Public Utilities Corporation, Theme 2: e Ship- Koror State Department of 

Conservation & Law Enforcement, Mr. Keefe Techitong from the Bureau of Commercial Development, 

Ministry of Public Infrastructure & Industries, the Environmental Quality Protection Board Office, Surangel 

& Sons Company, and Western Caroline Trading Company. 
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Introduction of EV vehicles for waste collection and transportation 

 

The assumed EV vehicle introduction model is accurate as depicted in the hearing form. 

 

• Routes: 

o Initially, Koror State Solid Waste Management will continue to utilize the M-Dock Landfill 

site in Koror for waste disposal until it reaches its full capacity in approximately 4 to 6 years. 

After the M-Dock Landfill is capped and officially closed, and a Sorting & Transportation 

Station is installed, the following waste collection and transportation system will ensue: 

1) Garbage collection and transportation is conducted in central Koror and deposited into the 

Transportation Station in M-Dock 

2) Recyclable materials are sent to Recycling Center 

3) Non-Recyclable waste are transported to final disposal site in Aimeliik 

 

• Vehicle Type: 

o EV Garbage Truck 

o EV 4T Flatbed Truck 

 

• Project implementation entity: 

o Koror State Government Solid Waste Management will be responsible for vehicle and 

equipment  installation, operation and maintenance 

 

• Cost  

o Part of the initial cost is expected to be covered by using external fund (JCM subsidy project 

under the bilateral credit system, ADB fund, and JICA ODA. 

 

• Electricity to be used  

o The charging station for electric vehicles will be located next to a solar power generation 

system and will use the electricity generated by the system. New photovoltaic (PV) power 

generation system will be installed on the roof of the M-Dock Transportation Station to 

supply renewable energy for the facility as well as the EV vehicles 

 

THEME 1: Renewable energy and charging facilities 

In the original plan for the Comprehensive Resource Recycling System Project in Koror State, the scale for 

solar power generation through installation of photovoltaic solar panels is approximately 150 kW. This plan 

is laid out as follows: 

• 600 pieces of photovoltaic solar panels at a generation rate of 250 W per panel 

• Installation space: 450 m2 on the rooftop and 400 m2 on Embankment Slope adjacent to the 
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Transportation Station (Field standing) Please see map in figure 1 below. 

However, this project is being further reviewed by ADB and there is a very high possibility for expansion of 

facilities, therefore allowing for more rooftop space for additional PV panels to increase. Expansion 

information will be available in March or April 2022. 

  

Figure 1. Bird’s eye view of M-Dock Landfill site. Location for the planned Transportation Station Project. 

Red boxes indicate locations for installation of solar PV panels. Black boxes are potential areas to install 

additional solar PV panels. Yellow box indicates available roofed parking space (parking space can 

accommodate more than 20 large vehicles and a charging station) and additional rooftop space for PV 

panels. 

  

At present, the total capacity and power consumption for the Transportation Station is not clear yet as the 

facility is still under planning and there are possibilities of further expansion from the original plan. 

Additional surveys will be conducted by a Japanese private consulting company through funding by the 

Asian Development Bank. This survey is expected to commence as early as March 2022. However, it is 

clear that intentions are to provide 100% renewable energy to cover the total energy consumption of the 

Transportation Station and EV vehicles altogether. Main targets for renewable energy are solar PV panels 

and Generator using bio-fuel derived from Koror State’s plastic recycling activity. 

 

The surrounding areas around the dumpsite have available space that can accommodate additional PV panels 

as indicated in the map shown in Figure 1 above. In addition, the planned parking space will be a roofed 

space which can also accommodate additional PV panels as well as a charging station for EV vehicles. An 

estimated 1000 m2 or more of additional space is projected to be available for additional PV panels. 
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THEME 2: Addressing energy risks 

The Koror State Solid Waste Management Office and its recycling facilities are equipped with backup power 

supply through generators which utilize plastic derived bio-fuel. This backup power supply can produce 220 

kWh of energy. In addition, the planned Transportation Station will also be equipped with the same type of 

generator and Solar PV panels as the primary source of power for the facility. The public utility grid is 

expected to be the backup power supply in cases where the renewable energy sources are not adequate to 

meet power demand. 

 

The mobile battery, backup power supply is a great idea and there is a great need for it. However, Koror 

State is not equipped to move such container. To make the proposal more convenient, a trailer is a necessary 

component that must accompany the mobile battery. 

 

THEME 3: Maintenance scheme for EV vehicles 

The Koror State Solid Waste Management employs a full-time mechanic who oversees regular maintenance 

of garbage collection vehicles as well as all other vehicles assigned to the Solid Waste Management. Minor 

breakdowns are easily handled by this mechanic. However, in cases where major repairs are needed, the 

vehicles are usually referred to the Koror State Auto Shop or to a private auto shop for further assessment 

and repairs. 

 

Koror State does not stock up on vehicle parts. This is because most common auto parts are available 

locally. In cases where special parts are needed, Koror State has an overseas supply chain which can supply 

needed parts as quickly as within 2 weeks or even less, depending on the urgency of the need. 

 

The most common suppliers of auto parts for Koror State are 1) Local maintenance companies, 2) Japanese 

manufacturers and maintenance companies, and 3) US manufacturers and maintenance companies. 

 

Special considerations may be made for keeping certain number of parts in stock for the maintenance of EV 

vehicles. However, if prices are too high, it can be very difficult. 

 

The Koror State Solid Waste Management is very open and willing to assign staff members to receive 

training necessary for daily maintenance of EV vehicles. 
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Climate Change measures and promotion of the SDG’s in Koror State 

 

 

THEME 1: Climate Change measures 

Koror State does not have a specific target pertaining to the reduction of greenhouse gas emissions. 

However, many of its Solid Waste Management activities are aligned with the SDG’s in terms of GHG 

emissions reduction. Such projects include but are not limited to Composting, Beverage Container 

Recycling, and Plastic conversion to oil as a source for renewable energy. The National target for Palau as a 

signatory to the Paris Agreement is to achieve 45% renewable energy to replace the conventional use of 

diesel-generated energy by the year 2025 and a 22% reduction in its energy sector emissions below 2005 

levels. 

 

There are no specific plans or targets set for achieving a zero-carbon city by 2050 for the state of Koror. But 

as mentioned previously, many activities and projects, ongoing as well as under planning, aim toward 

reducing carbon emissions. However, greenhouse gas emissions and the reductions achieved through the 

aforementioned activities are not being tracked. 

 

Koror State is the most populous state in Palau and therefore, it accommodates nearly 75% of Palau’s total 

population. It is also the economic center and social activity center for the Republic. One of the most visible 

issue in Koror State is traffic congestion during rush hours from 7:30 am to 9:00 am, from 11:30 am to 12:30 

pm, and from 3:30 pm to 5:30 pm during weekdays. This sector (transportation) should be a prioritized 

target for reducing GHG emissions through introduction of environmentally-friendly passenger vehicles 

and/ or introduction of a public transportation system. In addition, all other sectors, Home, Office, Hotel and 

resort, Power generation, and Waste management should continue to step up efforts to reduce greenhouse 

gas emissions.  

 

If Koror State is able to receive support from the Japanese side, it would be in the area of calculating current 

GHG emissions and proposing ways to reduce emissions. Currently, there is no specific department in Koror 

State Government which is solely responsible for promoting a carbon free society. However, a proposal is in 

place to organize the Department of Resource and Development to undertake the responsibility for activities 

and programs related to GHG emissions reduction and the SDG’s. 
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THEME 2:  Promotion of the SDG’s 

Koror State has taken actions to achieve the SDG’s in the following fields: 

 

Solid Waste Management: 

• Recycling activities- Composting, Beverage Container Recycling, Plastic conversion to oil as 

source for renewable energy. 

 

• Integrated Waste Management- Urban Grower’s Program. Resource circulation and food security 

initiatives 

compost         farm  

 

consumption 

Marine Environment: 

• Conservation efforts 

• Bio-diversity protection 

 

Generally, the State of Koror through its government efforts focus their attention and resources specific to 

the following SDG goals: 

• Goal #6 Clean water and sanitation 

• Goal #7 Affordable and clean energy 

• Goal #8 Decent work and economic growth 

• Goal #9 Industry, Innovation and Infrastructure 

• Goal #11 Sustainable cities and communities 

• Goal #13 Climate Action 

• Goal #14 Life below water 

• Goal #15 Life on land 

• Goal #17 Partnership for the goals 

 

Difficulty to access adequate funding for related activities is an issue related to the SDG’s. This has to do 

with National priorities and whereas other non-priority agendas are not given access to funding sources. 

 

Koror State Government would prioritize working in the area of Transportation, Marine Conservation, Waste 

Management, Agriculture and Power generation to promote and achieve the Sustainable Development 

Goals. Therefore, Koror State would seek support from Japan in,        1) Introduction of Japan’s Efforts to 

Achieve the SDG’s; 2) Planning for SDG’s in Koror State; 3) Implementation of joint projects in the field of 

Solid Waste Management, Transportation, and Power Generation. 
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Other potential projects for carbon free society 

 

THEME 1: LED street lighting 

Palau Public Utilities Corporation (PPUC) has replaced nearly all of the street lights in Palau with LED. 1,943 

LED Street Light have been installed on the main “public” road in the city center of Koror to the Compact 

Road around the big island of Babeldaob.  They have also installed LED Street Lights in Koror secondary 

road and tertiary roads including local village wharfs and docks.  PPUC has also installed LED Street Lights 

in the states on the big island of Babeldaob.  PPUC pays for the power cost of street lights on the main public 

road in the city center of Koror and the Compact Road.  Each State government pays for the power cost of the 

street lights on their secondary and tertiary roads. PPUC owns the power poles and the street lights and has 

management over them.  Street light repair and maintenance are also the responsibility of PPUC.    

 

THEME 2:  e SHIP 

• Palau does not have any e-Ship or electric drive ship boats or vessels. The Palau Ministry of Public 

Infrastructure & Industries (MPII) oversees the ship registry in Palau of boats over the length of 65 feet. 

  

• Twenty-six (26) Vessels over 50 feet in length are registered under the National Government and are 

used primarily for transporting passenger and cargo between the commercial center of Koror and the 

out-lying islands.    

•   

 

• Palau has 16 States and each state registers their motor boats.   

 

• Koror State which is the biggest state and the commercial center of Palau has the most number of motor 

boats registered with 355 in 2022.  

 

• Of the 355 boats registered in Koror State, almost all of them use gasoline with some using diesel fuel.  

Almost all of them utilize Outboard Engine motor. Less than 10 are Inboard Engine/Inboard Engine 

Outboard Drive. 

 

• Most gasoline motor boats in Palau are used in the Tour Industry for their power and fast-transporting of 

scuba diving customers to-and-from dive sites which are about an hour boat-drive from the city center of 

Koror State.  

 

• Most local fishermen also use gasoline motor boats for their power and speed to bring fishermen to distant 

fishing spots and return to shore before sundown.  
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I. Data on registered power vessels in Palau 

 

 

 

II. List and specifications of inboard engine ships in Palau  

 

Ships that are 50 Feet or Longer in length registered with the Palau National Government Registry. 

(Inboard Engine type) 

Data source Koror State- Department of Conservation 

& Law Enforcement 

Data year 2022 

Data URL (if available online) None available yet 

Number of 

vessels 

inboard engine  

outboard engine 345+ vessels 

inboard engine outboard 

drive 

Less than 10 vessels 

Number of total vessels 355 Vessels 

 Length(meters) Engine type(diesel/gasoline) Purpose of use  

1 15.54 YANMAR CO., LTD / 50.2KW X 2 PASSENGER 

2 16.56 TWIN VOLVO D13-800 / 800HP X 2 PASSENGER 

3 16.75 VOLVO D16 / 551KW FISHING 

4 18.2 TWIN YANMAR 6CXBM-GT / 394HP X 2 
PASSENGER/CAR

GO 

5 19.11 TWIN CATERPILLAR CD12 / 526KW X 2 PASSENGER 

6 19.6 MAN / 900HP X 2 PASSENGER 

7 19.9 2 X CATERPILLAR 3406 / 300HP EACH PASSENGER/CAR

Inboard engine 

Inboard engine 

Outboard drive 

Outboard engine 
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III. Status of lead-acid batteries (LAB) in Palau 

GO 

8 20.4 TWIN YANMAR 6CH-WVTE / 255HP EACH 
PASSENGER/CAR

GO 

9 21.28 CUMMINS / 500 BHP FISHING 

10 21.38 TWIN CUMMINS NTA-855 / 480HP CARGO 

12 22.123 2 X DETROIT / 257KW EACH CARGO 

13 22.85 MITSUBISHI S6A3-MPTK / 2 X 477.42KW CARGO 

14 23.05 VOLVO PENTA / 553KW FISHING 

15 27.35 TWIN G.M. / 2 X 170KW PASSENGER 

16 32.22 TWIN CATERPILLAR / 2 X 783 KW PASSENGER 

17 32.3 TWIN CATERPILLAR / 2 X 783.0KW PASSENGER 

18 33.72 YANMAR / 2 X 302KW PASSENGER 

19 34.76 
MITSUBISHI (MHI SAGAMIHARA S6R2-MTK / 2 X 

478KW 

PASSENGER 

20 38.35 TWIN PROPMECH CAT / 330KW X 2 PASSENGER 

21 41.46 MITSUBISHI 6D-22 / 480HP PASSENGER 

22 46.8 CUMMINS / 2 X 477 KW PASSENGER 

23 47 MWM/TDB / 398.0HP EACH X 2 PASSENGER 

24 51.4 AKASAKA DIESEL / 2,698HP PASSENGER 

25 54 CUMMINS / 2 X 316.93KW EACH CARGO 

26 15.54 YANMAR CO., LTD / 50.2KW X 2 PASSENGER 

 Data Data year Data source 

Total units of LAB 

import per year 9000+ 2021 

Surangel & Sons Company 

and 

Western Caroline Trading Company 

Total amount of 

LAB import per 

year (USD) 

N/A N/A N/A 

Origin of import 

(exporting 

country); 

If multiple 

countries, specify 

the allocation 

LAB’s are 

imported mostly 

from USA, 

Japan, and 

Taiwan 

2021 

Surangel & Sons Company 

and 

Western Caroline Trading Company 

Status of used 

LAB in Palau 

- treatment, 

disposal ways 

- waste category 

(hazardous 

waste?) 

- regulations on 

used LAB 

treatment 

- Government only 

encourages and urges public 

not to discard used/old LAB 

in dumpsite or environment, 

but to bring them to 

designated local private 

company for proper storage, 

acid neutralization and off-

island shipment. 

- LAB is categorized as 

Palau Government- Environmental Quality 

Protection Board office 
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There are two major companies that import (LAB) Lead Acid Batteries to Palau. One is Surangel & Sons 

Company; the other is Western Caroline Trading Company. Surangel & Sons Company imported over 4,800 

units in year 2021. Western Caroline Trading Company imported over 4,200 units in year 2021. To prevent 

the disposal of used Lead Acid Batteries (LAB) into the landfill and the surrounding environment, and 

encourage recycling of used batteries, the Palau Environmental Quality Protection Board office (EQPB) 

offered token cash for used/old batteries.  Because of the lack of LAB regeneration business in Palau, the 

government packed the used/old LAB and shipped them off island for recycling and proper disposal. 

Now, the government has outsourced the service to a local private company but continues oversight to ensure 

processes are followed from storage to packaging to shipping.  

 

On the average, one 20-foot container containing 1,500 used/old LAB is shipped out of Palau every 3 months 

for recycling and disposal.  

End of Report 

hazardous waste 

- 2401-31-29 Lead Acid 

Batteries (A) Lead Acid 

Batteries shall be transported 

to the battery recycling 

facility at M-Dock or other 

EQPB approved facility in a 

safe and secure manner. 

Batteries may be staged at 

the national landfill and then 

transferred to the approved 

facility. (Excerpt from the 

Envinronmental Quality 

Protection Board- EQPB 

Regulations, Palau’s 

National Regulatory 

Agency) 
Availability of 

LAB regeneration 

business in Palau 

- any business 

doing LAB 

regeneration? 

- What type of 

machines are 

used for 

regeneration? 

- Amount of 

regeneration 

per year? 

No availability of LAB 

regeneration business in Palau.  

Government offered token cash 

for used LAB, and ship out used 

LAB off island for recycling and 

disposal.  Now government has 

outsourced process to a local 

private company (Magic Metal 

& Spices) but continues to 

monitor. 

Palau Government- Environmental Quality 

Protection Board office 
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打ち合わせメモ 

件 名 
アジア開発銀行・コロール州協議 

(令和３年度脱炭素社会実現のための都市間連携事業委託業務) 

開催日時 令和３年 12 月 19 日(日) 14:00～15:00 場 所 オンラインにて実施 

参 加 者 

・アジア開発銀行 官民連携部：神田氏 

・パラオ国コロール州：藤氏 

・ATGREEN 冨永 

容 

質疑応答(Q＝質問、A=回答、C＝コメント) 

１．パラオ国と ADB におけるこれまでの経緯について 

C1：州政府が現在計画している廃棄物管理には地域モデル事業の候補として ADB としても注目している。

官民連携でプロジェクトを進めたいという藤氏のご意向を受けた。ADB 官民連携部は社会基盤構築を

民間の活力を用いて進める案件に対して、政府側に立って助言をするポジション。テクニカルアシス

タンスを案件ごとに配備し、案件推進を支援している。これまでパラオでは太陽光発電(13MW)の案

件があり、その際も政府側への助言を実施。廃棄物管理についても 2 年前より協議してきた。今回の

廃棄物収集運搬車両の EV 化については環境省と密に話をされていると聞いている。現在の事業モデ

ルや諸条件(台数や充電設備等)についてお伺いしたい。廃棄物管理プロジェクトの重要パーツの 1 つ

として検討したい【神田氏】 

 

Q1：今後は実証実験のフェーズに移るという認識で良いか？【神田氏】 

A1：その意向であるが、イニシャルに係るファンドをどのように獲得するかが現在の論点。よって今回の

廃棄物管理 PJ との連携は重要な検討内容である【冨永】 

 

２．「EV 車両導入を通じた脱炭素化促進およびコ・ベネフィット創出事業」について 

(冨永より既存資料を用いて説明) 

C2：前提として本事業は環境省 地球環境局の国際協力・環境インフラ戦略室が毎年公募している「脱炭素

社会実現のための都市間連携事業委託業務」にて採択を受け、実施している。北九州市とコロール州

の都市間で脱炭素等に関して連携を図ることを目的としている。現在はまだ FS 段階であり、実導入

はまた別のフェーズとなる【冨永】 

C3：現在は既存の 4 台のパッカー車(2t 車)の電化を想定。イニシャルコストの圧縮と州側からの車両の大

型化および平ボディー車両の要望について検討している。費用についても大まかに積算済みである

が、廃棄物収集運搬は公共サービスであり、営利事業でないことから、何らかの補助を受ける必要が

ある。蓄電池コストが最も負担であるため、移動式リユースバッテリーの活用も含めて検討中。イニ

シャル圧縮ついては日本側と現地側でコンソーシアムを組織して JCM 設備補助事業へのトライを検

討していたが、条件の 1 つである 4,000 円/t-CO2の費用対効果の達成が困難であるため、他ファン

ドも検討していたところである【冨永】 
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Q2：リユースバッテリーということは途中で取り換える可能性もある？【神田氏】 

A2：メーカー側の話では 4000 回の充放電耐久の保証はするとのこと。概ね 10 年は使用できると思われ

る【冨永】 

３．EV 車両導入に向けたファンド獲得・費用感について 

Q3：JCM 設備補助事業は JICA の ODA 事業と同時に活用できる？【神田氏】 

A3：JICA は別枠で環境省と連携した JCM 関連の事業がある。基本的に環境省も JICA も日本政府支援であ

り、ADB とはセクション分けを行った上で検討を進める必要があると思われる【冨永】 

C4：ADB のパブリックセクターが出す ODA もあるが、JICA も関心を示しており、JCM と併用できればも

う一つの大きな可能性となり得る。ADB パブリックセクターから迅速に資金供給ができない場合もあ

る【神田氏】 

C5：JCM 設備補助事業と JICA は同一プロジェクトで併用は基本的には不可能であるという認識である。

詳細を詰める段階で確認は行う【冨永】 

Q4：その場合は尚更、ADB と連携した方が良い？【神田氏】 

A4：そこは期待できると有難い。【冨永】 

C6：トランスポーテーション施設の件で以前、J-PRISM(JICA 大洋州地域廃棄物管理改善支援プロジェク

ト)と話をした。その際はバックウエスト(欧州ファンド)と JCM 更に草の根事業も組み合わせる(協調

融資)ことは可能という回答であった【藤氏】 

C7：JCM にも 3 つ(環境省設備補助事業・ADB との JFJCM・JICA スキームによる支援)のパターンが存在す

る。いずれのパターンも 100％補助にはならないため、どのファンドと組み合わせるかがポイントと

なる【冨永】 

C8：例えば太陽光、コンバーター、充電設備は JCM、車両は他ファンドといった同じものに複数ファンド

の資金を用いるという見せ方をしなければ複数ファンドを活用できる可能性もあると思われる【神田

氏】 

C9：移動式蓄電池であれば脱炭素ではなく、離島のレジリエンスというアプローチも考え得るため、切り

分けて考えることも検討している【冨永】 

 

４．プロジェクトのタイムラインについて 

Q6：ADB で進める調査は 1 年程か？【冨永】 

A6：1～1 年半を想定。調査(マスタープラン策定)＋実行(民間事業者との PPP、コンセッションのプロセス

/入札/評価/コンセッション)が大まかな実施内容。【神田氏】 

以上 
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打ち合わせメモ 

件 名 
アジア開発銀行・コロール州協議 

(令和３年度脱炭素社会実現のための都市間連携事業委託業務) 

開催日時 令和 4 年 1 月 15 日(土) 15:00～16:00 場 所 オンラインにて実施 

参 加 者 

・アジア開発銀行 官民連携部：神田氏 

・パラオ国コロール州：藤氏 

・ATGREEN 冨永 

内容 

質疑応答(Q＝質問、A=回答、C＝コメント) 

1．イニシャルコストの再考を行ったモデルの紹介 

(冨永より資料を用いて説明) 

C1：バッテリーがコンテナユニットで動かせるというのは災害対応などで一定のメリットが期待できそう

である【神田氏】 

2．実施プロセスについて 

C2：最終的には調査が終わった後、事業者を選定する際にはこの案件については国際入札を開催すること

になると思われる。【神田氏】 

C3：価格だけでなく様々な観点からの総合的な評価も検討される。各国との競争になることから何らかの

差別化要因は必要であると考える。【神田氏】 

C4：本件については融資となるか補助となるかによって話が変わってくると考えられ、詳細は確認を要す

るが、融資であれば補助事業の活用が検討できるかもしれない。反面、補助の場合は補助金を重複さ

せられない建付けとされているので難しくなると考える【冨永】 

3．今後について 

C5：今後、事業モデルの検討などもしていく必要があるので引き続きやり取りをさせて頂きたい【全員】 

 

以上 

 

 

 



参考資料６ 

124 

 

打合せ記録(Palau Pacific Resort) 

日時： 2022年 2月 17日、15時～16時半 

場所： Zoom(オンライン) 

参加者：Palau Pacific Resort： 曽根 清二 

 コロール州廃棄物管理局： 藤 勝雄 

 株式会社 ATGREEN： 冨永 聖哉 

 公益財団法人地球環境戦略研究機関： 日比野 浩平(記) 

 

JCMの仕組やメリットについて情報提供を行い、Palau Pacific Resort(PPR)における省エネ設備の導入ニーズや

課題についてヒアリングを行ったもの。 

 

設備の運用状況 

 COVID-19 の影響で宿泊客が途絶えているため、様々な設備の稼働停止を余儀なくされてきたが、長期間設

備の稼働を停止してきた影響で、様々な不具合が生じている。2022 年 4 月に開催予定の Our Ocean 

Conferenceで多くの宿泊客を見込んでいることから、現在、設備の整備・復旧作業に追われている。 

 

チラー 

 チラーは 3台あるうち、6～7年に導入した空冷式チラー1台が使えなくなったため、空冷式チラーの導入を

検討中。パラオでは水が貴重であるため、効率の良い水冷式よりも空冷式を採用している。 

 チラーは、(海に近いため)塩害の影響を受けるほか、スチームボイラの排気ガスの影響もあって、錆びやす

い。錆の発生を防ぐため、ステンレスフレームやカバーを特別に設置するなど、通常よりもコストがかか

っている。 

 

ディーゼル発電機 

 600KW のディーゼル発電機がダウンしてしまった。古い設備であるため、再生は不可能と判断。新しい発

電機の導入が必要。 

 4 月の Our Ocean Conference 開催中に停電にならないよう、既存の設備でなんとか対処すべく、対策を急い

でいる。 

 PPUC と交渉して、万が一自家発電が機能しなくなった場合でも、グリッド電力の供給を受けられるように

してもらったが、PPRはグリッドの末端に位置し、その間に 4ヵ所パワーヒューズが入っているため、どこ

か途中 1ヵ所が切れると停電してしまう仕組になっている。当面の応急処置として、ヒューズの容量を上げ

て落ちにくいように対応してもらった。 

 

冷水・温水供給設備 

 冷水(チルドウォーター)はセントラル方式で供給している。冷房効果が高い水冷式のターボ冷凍機を導入し

ているが、インバーダーが故障したため、インバーターなしでインストールし直して対応している。フル

稼働の際は容量的に厳しい。床下配管の保温措置がきちんと取れていない課題。保温効果を高めるとその

分無駄な電力消費を抑えることが期待できる。 

 温水は、通常、ディーゼル発電機の排熱を利用して沸かして供給している。ボイラーはスチーム供給用と
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して使っており、緊急時以外温水供給用には使っていない。 

 

太陽光発電 

 太陽光発電設備は導入済みだが、全体の 2％程度しか発電できていない。パラオは年中晴れているわけでは

ないため、思ったほど発電できていない印象。 

 

冷蔵庫・冷凍庫 

 キッチンの冷蔵庫・冷凍庫は全て日本製機器を入れたが、アフター対応がないため、故障した際の部品交

換対応で困っている。予備のコンプレッサーを日本から輸入しようとすると、輸出証明の取得に時間がか

かってしまう。 

 

LED照明 

 テニスコート二面分のライト(水銀灯 1KW×20＝20KW)を LEDに交換したいと考えている。 

 

その他 

 パラオではメンテナンスをできるエンジニアが不足しており、特に、総合管理をできる人材がほとんどい

ない。設備導入以前に、人材育成が必要である。そちらの方が、よっぽど費用対効果は高い。 

 

以上 
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打合せ記録(パラオエネルギー管理局) 

日時： 2022年 2月 9日、10時～11時半 

場所： Zoom(オンライン) 

参加者：パラオ公共事業産業省エネルギー管理局 Keefe Techitong, Energy Planner 

 公益財団法人地球環境戦略研究機関： 日比野 浩平(記) 

 

パラオの離島やグリッド電力が届いていない遠隔地域におけるエネルギー課題や再エネ導入の可能性にいて

意見交換を行ったもの。 

 

LED化ニーズ 

 パラオは住民の 90％がコロール州とアイライ州に居住しており、居住地域における LED 街灯の整備は進ん

でいる。そのため、LED街灯のニーズは限られている。 

 政府ビル(公共施設)の照明器具は稼働率が高く、古いビルでは LED 化が進んでいないため、まとめて導入

できるとよい。必要なスペックや個数は調査が必用。 

 

バッテリー再生 

 パラオでは、バッテリーは全て環境保護局(EQPB)が引き取っている。引き取ったバッテリーがその後どう

なっているかは情報を持ち合わせていない。 

 パラオ国内で鉛蓄電池のバッテリー再生ができるとよい。 

 

離島等における再エネニーズ、動向 

 コロール、アイライ、アイメリークはグリッドでカバーされているが、離島や他の地域は個別のディーゼ

ル発電で対処している。 

 ペリリュー島には、太陽光発電を含むバックアップ電源システムを韓国の企業が導入している。今後、同

じシステムはカヤンゲル(Kayangel)島にも導入される予定だが、アンガウル(Angaur)島にはまだそういった

システムは入っていない。 

 アンガウル島では、海洋温度差発電(OTEC)を導入できないかに関心がある。アンガウル島とペリリュー島

は、岸からすぐに海溝が切り立って深くなっているため、深層水へのアクセス条件が良い。OTEC について

は、まだ具体的な連携相手は決まっていない。 

 

電動船 

 パラオでは、洋上でスピードを出したがる人が多く、ダイビングスポットは遠いため、(バッテリー消費を

抑えるための)ゆっくり航行に移行するのは容易でないだろう。 

 CIGS フレキシブルソーラーをクルーザーやヨットに設置するのは、停泊中のエンジンを停止できるため、

有効なアイディアだと思う。 

 

洋上太陽光発電 

 パラオは、モルディブほど人口密度が高くなく、陸地に余裕があるため、ニーズはあまり多くないかもし
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れない。 

 パラオ海洋保護区ネットワーク(PAN)33の出先事務所が保護区と隣接して各地にあるため、事務所の電力供

給用に、洋上フロート発電のニーズがあるかもしれない。 

 

以上 

 

  

 

33 Palau Protected Area Network: https://www.palaugov.pw/executive-branch/ministries/natural-resources/protected-areas-network/ 
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打合せ記録(ヤマハ発動機株式会社) 

日時： 2022年 1月 26日、14：00～15：15 

場所： Zoom(オンライン) 

参加者：ヤマハ発動機株式会社マリン事業本部企画統括部企画戦略部長： 北島 和幸 

 笹川平和財団海洋政策研究所海洋政策研究部主任研究員： 渡邉 敦 

公益財団法人地球環境戦略研究機関： 日比野 浩平(記) 

 

パラオの海域セクターにおける脱炭素化の可能性を探るため、電動船外機の動向や島嶼国に導入する課題等

についてヒアリングを行ったもの。 

 

ヤマハ発動機が有している電動船外機 

 次世代電動操船システム「HARMO」34を欧州向けに先行受注を開始している。従来のプロペラ駆動形式よ

りも高効率なリムドライブを採用したモデルで、運河等の静かな内陸水で 10 km/h程度のゆっくりした速度

で航行するのに向いている。 

 船外機の電動化については信頼性 No.1 ブランドとしてヤマハらしい差別化された製品を目指しており、

HARMOはその一環。 

 小型船外機のエレキモーター35は漁船や Fishing Boatの補助的な操舵等で活用されている。 

 

電動船外機の開発状況、国際的動向 

 ヤマハ発動機では、気候変動への取組の一環として、電動モデル、水素または再エネ由来の水素を用いた

合成燃料「e-fuel」の活用など、再生可能エネルギーを動力源とする船外機モデルの検討に取り組んでおり、

2050年までには約 80％をそのような再エネを動力源とするモデルに移行していくことを目指している36。 

 内燃機関の水素エンジン化や FCV(燃料電池)などについてもその可能性を排除していないが水素インフラの

整備と、水素そのものが再エネ由来でできることが大前提になる。e-fuel は技術的には確立しているが、燃

料の生産コストが課題である。 

 船は係留時間が比較的長いため、太陽光パネルの搭載は日照時間が十分得られる地域で HARMO のように

ゆっくり航行する条件下であればメリットがあると思われるが、スピード航行を行ったらすぐ消費してし

まうため、現時点では補助的な用途に限定される。 

 世界一厳しいとされるカリフォルニア州の動力機関に関する規制で、2029 年から一定の移行期間の間で

19kW 未満の出力を有する船外機は全て電動化に移行しなくてはいけないというガイドラインが発表(確定

では無い)37されており、その動向に注視している。 

 

パラオ等の途上国に電動船外機を導入する条件、課題等 

 

34 HARMO: https://global.yamaha-motor.com/jp/news/2021/0915/harmo.html 

35 エレキモーター： https://www.yamaha-motor.co.jp/marine/lineup/outboard/marinemotor/ 

36 統合報告書 2021: https://global.yamaha-motor.com/jp/ir/integrated-report/integrated2021/ 

37 2020 Mobile Source Strategy (California): https://ww2.arb.ca.gov/resources/documents/2020-mobile-source-strategy 
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 電動モデルは、①再エネ電源インフラが整っているところ、②使用環境が整っているところ、の 2つの条件

がそろっている国や地域から順次投入することにしている。①については、電力自体が化石燃料由来で発

電されていては意味がないため、再エネのインフラが普及している必要がある。また、②については、船

は車と違って造波抵抗が大きいため、波浪がある海域での航行やスピードを出して航行を行うと、すぐバ

ッテリーがなくなってしまう。現状のバッテリーの性能・コストからすると、陸上より高い信頼性を要求

される海上での使用となると大量のバッテリーを積む必要がありボートの大きさとのバランス、使用用途

にも寄るが、実用レベルとなる用途は限られる。 

 途上国であっても、これらの条件が満たされれば、電動モデルの展開は検討できる。また、試験的に導入

する実証事業のような機会があれば、検討することは可能。 

 パラオはヤマハ製船外機のシェアが大きな国だと理解しているが、それでも、マーケットの絶対規模が小

さいため、市場としての優先度は高くはない。 

 

以上 
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打合せ記録(株式会社イグアス) 

日時： 2022年 1月 19日、14：00～15：45 

場所： Zoom(オンライン) 

参加者：株式会社イグアスビジネス開発事業部 MOTTA営業部 熊田 学 

 出光エナジーソリューションズ株式会社ソリューション事業部 大湊 玲央 

 公益財団法人地球環境戦略研究機関 日比野 浩平(記) 

 

パラオの有人離島等で再エネ導入を促進するためには蓄電池が欠かせないため、高価でリサイクルが難しい

リチウムイオン電池の代わりに、鉛蓄電池を再生利用する可能性についてヒアリングを行ったもの。 

 

組織・事業体制について 

 鉛蓄電池の再生技術(SOTO LAB®)は、株式会社アール・イー・コンサルティングが開発した特許技術で、

鉛蓄電池再生装置(SOTO WW1)及び試験機(SOTO EV2)の独占販売契約を株式会社イグアスと締結(2016年 12

月)。イグアスは、当該装置を活用したフォークリフト用バッテリー復元サービス「MOTTA」を提供。 

 出光エナジーソリューションズ株式会社は、イグアスと提携し、再生鉛蓄電池を活用した低コスト蓄エネ

ソリューション「ReBS-レブス」の実証試験を開始(2021年 4月)。 

 アール・イー・コンサルティングにおける国内の事業はイグアスに移管しているが、海外での事業は、ア

ール・イー・コンサルティングが継続して行っている。 

 MOTTA、ReBSは、いずれも国内マーケットが対象。 

 

鉛蓄電池の再生技術について 

 鉛蓄電池の劣化には、構造的な劣化と電極のサルフェーション(硫酸鉛の結晶化)による劣化の 2 通りがある。

構造的劣化したものは再生できないが、サルフェーションの劣化であれば、結晶を分解することによって

再生が可能。 

 再生時間は、劣化の度合いによって異なり、2～3 時間で済む場合もあるし、10 時間近くかかる場合もある。 

 再生回数は、サルフェーションの劣化を回復する観点からだけだと、繰り返し可能だが、バッテリーの構

造の劣化(安全性)を考慮し、能力よりも少ない回数に留めている。 

 日本国内では品質保証の観点からも、1 回の再生に留めている。海外の携帯電話基地局などでは、2 回程度

再生を行う。 

 海外で 2回程度再生する際のサイクルのイメージ： 通常、新品のバッテリーのライフサイクルは 2年程度

であるため、1回目の再生を新品購入の 2年後に行い、その 1.5年後に 2回目の再生を行う。さらに 1.5年利

用したら、ライフサイクルを終える(⇒その後、回収・精錬されてマテリアル・リサイクルされる)。 

 多種多様な鉛蓄電池に対応可能。ただし、構造劣化が懸念されるため、構造が弱い中国製のバッテリーな

どは要注意。日本製のバッテリーであれば安心である。 

 再生プロセスの安全性(鉛の害等)については、適切な手順で行えば途上国でも心配はいらない。既に複数の

途上国で運用できている。ただし、再生が終わったバッテリーが不法投棄されないかどうか、注意が必要。 

 MOTTA は、一般社団法人サステナブル経営推進機構(SuMPO)が運営する「エコリーフ環境ラベルプログラ

ム」における 2 種(エコリーフ「タイプⅢ」環境宣言(EPD)、カーボンフットプリント(CFP))の認定を受けて

いる。 
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海外事業展開(携帯基地局バックアップ電源) 

 ミャンマー、アゼルバイジャン、ジョージア、キプロス等において、携帯電話の基地局のバックアップ電

源として、再生鉛蓄電池を活用している。これらの国はグリッド電源が不安定で停電が多いため、携帯基

地局ではバックアップ電源を備えておく需要がある。 

 インドネシア(於：バンドン)でも現地法人を設立済み。インドネシアでは、現地の規制の関係から、携帯基

地局ではなく、AIのデータセンターのバックアップ電源をメインに想定している。 

 これらの携帯基地局では、1 ヶ月に 3,000～4,000 個ぐらいのオーダーでバッテリーの再生処理を行っている。

新品バッテリーの 2年毎の更新と比べると、大きなコスト削減になる。 

 再生プロセスには、電力を使うため、一定の安定電力がある場所というのが条件になる。そのため、これ

らの国でも、再生を行う場所は都市部の比較的グリッド電力が安定しているところを選んでいる(太陽光発

電を使った再エネ再生も理論上は可能)。 

 

海外事業展開(小型ユニット独立電源) 

 現在、途上国の無電化地域を対象に、再生鉛蓄電池と中古太陽光パネルとの組合せの小型ユニットの独立

電源(2～3家庭分規模)を提供するサービスを検討している。初期費用負担をなくす割賦販売(PPA)を想定。 

 蓄電池は品質の高い日本製を再生して活用する。 

 小型ユニットの独立電源は、アフリカでの導入を想定。コートジボアール、ガーナなど、投資家と現地テ

レコム会社とのコネクションがあるところを想定しているが、それらの条件があるところであれば、こだ

わってはいない。 

 小型ユニットの独立電源では、発電ログは取れるため、電気使用量のモニタリングは可能(JCM 設備補助事

業への申請可能性も検討し得る)。 

 現在、アフリカ等の多くの国では、中国のバッテリー・メーカーが進出して、使い終わったバッテリーは

中国に持ち帰って精錬して(再生ではない)新品バッテリーとしてさらに輸出するというビジネスを行ってい

る。このビジネスモデルは、バッテリーのライフサイクルが短く、現地裨益も少ない。 

 小型ユニットの独立電源については、2022年 2月上旬に概略を発表する予定で準備を進めている。 

以上 
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打合せ記録(パラオ環境保護局) 

日時： 2022年 2月 24日、10時～11時 

場所： Zoom(オンライン) 

参加者： 

パラオ環境保護局(EQPB)：Kimie Ngirchechol, Olkeriil Yaoch, Darwin Florencio, 

Bernie Besebes, Rebecca Schuster 

公益財団法人地球戦略研究機関： 日比野浩平(記) 

 

パラオにおける鉛蓄電池の再生利活用の可能性について検討するため、バッテリー等の有害廃棄物の管理を

行っているパラオ環境保護局(EQPB)にヒアリングを行ったもの。 

 

鉛蓄電池の現状 

 パラオでは、人口が少ない割に、車両やボートの数が多いため(一人が複数台所有)、鉛蓄電池の需要は大き

い。 

 鉛蓄電池は新品でも輸入しているが、日本やアメリカ製は高価であるため、より安価な第三国産を買う人

が多い。 

 日本との定期貨物船(協和海運株式会社が運営)は 1ヶ月に 1回寄港するが、通常、1 回に約 30台の中古車両

が輸入されるため、それらの車両に搭載されている中古の鉛蓄電池も入って来る。 

 

鉛蓄電池の回収・再資源化状況 

 EQPB のレギュレーションでは、バッテリーなどの有害廃棄物は回収して適切に処理しなければいけないと

規定されている。 

 鉛蓄電池の回収を円滑に進めるため、EQPB では、M-Dock に中古バッテリーの回収所を設置し、有価での

引取保証を提供している。従来は、大きさや状態に関わらず 1個につき 1ドルだったが、現在は 2ドルで回

収されている。その他のスクラップ業者等に持ち込む場合でも値段は同じである。 

 中古鉛蓄電池は有価での引き取り保証があるため、不法投棄する人は少なく、大方が回収されていると考

えられている。 

 回収された鉛蓄電池は、輸出先の国でリサイクルされている。 

 鉛蓄電池は有害な液体を含むため、輸送時の安全性を担保するための梱包規定がある。また、1 回の輸出時

のコンテナの割当数にも限りがあるため、輸出量には限度がある。 

 

鉛蓄電池の再生に関する関心、その他 

 適正な有害廃棄物処理を推進する観点から、鉛蓄電池の再生技術には関心がある。 

 再生処理を行う際の安全性、コスト、再生可能回数、構造的劣化の判断基準等についてはさらに検討が必

要である。 

➢ 安全性については液体を取り出さないため、適切な手順で行えば問題ないと説明。 

 鉛蓄電池再生技術の有効性や導入可能性が確認できたら、再生を促すレギュレーションを作成することが

できる(例えば、再生する蓄電池のタイプを規制するなど)。 

 乾電池のリサイクルについても関心がある。 
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以上 
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打合せ記録(東京センチュリー株式会社) 

日時： 2021年 1月 18日、10時～11時 

場所： Zoom(オンライン) 

参加者：東京センチュリー： 青木、平井、安福、原田 

 北九州市： 有田、永原、山根、森 

 ATGREEN： 冨永 

 IGES： 日比野 

 

パラオは、現地企業が小さいため支払い能力が一般的に低く、日本の金融機関が進出していたりもしないた

め、JCM案件を組成する際のファイナンス組成が難しいことが課題の一つとなっている。そのため、クロスボ

ーダーでの割賦販売やローン等のファイナンスの可能性や課題について、JCM設備補助事業、JCMエコリース

等で経験豊富な東京センチュリー株式会社にヒアリングを行ったもの。 

 

日本企業を相手にしたクロスボーダー延払 

 日本の親会社に延払をすることはできるだろう。金融機関として、技術的な観点からプロジェクトファイ

ナンスでリスクを取ることは難しいが、日本の親会社のコーポレート・リスクを取ることはできる。 

 日本の親会社にお金があれば、金融機関が代表事業者に立つ必要はないのではないか。 

 延払の相手が現地に子会社や系列会社を有している日本の大企業であれば安心感があるので、役割分担の

やりようで JCM案件を組成することは可能だと思われる。 

 

現地企業を相手にしたクロスボーダー延払 

 ドル建てでクロスボーダー延払をすることはできるが、現地企業(国営企業)の与信が取れるかどうかが課

題。 

 日本では、(国営企業のような)役所関連機関は信用格付けが最も高いが、海外(特に途上国)の場合、逆の場

合もある。また、国営企業はお金がなかったり、わがままだったりするため、銀行は取引をしたがらない

場合もある。 

 

リースか延払か 

 クロスボーダーのリースは、できないことはないが、国によっては中央銀行の許可が必要だったり、源泉

税が全部にかかったり、あるいは、リース期間終了後に設備を日本に返却する必要が生じたりする(例：ベ

トナム)など、色々な弊害がある場合が多いため、メリットは少ない。 

 クロスボーダーでやるならば、ローンまたは延払貿易の方が良い。設備の所有権を外して(現地オーナーに

渡して)割賦販売するやり方で、外貨送金ができるところであれば対応可能。 

 例えば、ベトナムでは、日本で(金融機関が)設備を購入して、それを現地に送って割賦販売(クロスボーダ

ー延払貿易)した事例がある。 

 国によっては外貨規制が厳しいところがあるので要注意。パラオの場合は、米ドルが流通しているため問

題ないと思われる。 
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金融機関に対するニーズ 

 JCMの経験がない企業や、JCMの事務作業で苦労しているところに対して、事務作業(スキーム管理)を代

行してもらいたいというニーズはある。 

 代表事業者に関心がある企業やコンサルタントで知っているところはいくつかあるので、プロジェクトの

内容や場所に応じて、そういった企業を紹介(情報共有)することは可能。 

 海外のアライアンス・パートナーを通しても様々な案件が舞い込むため、新しい技術について十分な知見

を有していることが重要。そうでないと、リスクを取れない。 

 

その他 

 従来の JCMのファイナンスには課題があったため、環境省が JCMでリース(2017年)、クロスボーダー延払

(2019年)を導入する制度構築に協力を行った。 

 これまで海外で 10件の JCMプロジェクトを手掛けているが、海外の機関がカウンターパートだと、対応

大変な場合もある。 

 今後個別のプロジェクトが具体化してきた際に、ファイナンスで課題があれば、相談に乗れる。 

 

以上 
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リサイクル適正の表示：印刷用の紙にリサイクルできます  

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断の基準に従い、印刷用の紙へ

のリサイクルに適した〔A ランク〕のみを用いて作製しています。 


